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　先日マイナンバーカードを受け取ってき
ました。僅かな期間ではありますが、国外
で生活をしたことのある私にとって身分証
明書としてのIDカードには何ら抵抗はな
かったのですが、ただ面倒ということだけ
で今に至った次第です。
　自治体職員から身分証明書替わりにな
る、コンビニでの住民票取得が可能になる、
健康保険証として利用できるなど一連の説
明を受け帰ってきました。
　弊社社員にも数名聞いてみたのですが、聞
く限り多くの社員が未だ疑念をもっており申
請していない、という反応だったと思います。
　マイナンバーカードへの疑念の有無は別
として、現在ほとんどのことがデジタルで
紐づけされています。
　先日ある飲食店にネットで注文した商品
を受け取りに行ったところ、当然ですが予
めの注文であったため、支払いのみを行い
商品を受け取っていたところ、40歳台前半
と思われるお父さんと連れ立ってきていた
小学生のお子さんが「私達の方が早くきた
のにね？」、対するお父さんは「お父さんも
できるようにならないとね」という会話を耳
にしながら罰悪くそのお店を後にしました。
　また、あるスーパーに入ったところ、入
り口にスマホのような端末がおいてあり、
商品を取りながら自分でそのJANコードを
スキャンし、会計の際には並ぶことなく無

人のレジに進みその端末をかざし、会計を
して出ていく、ザっとこんな仕組みに代
わっていました。
　それを使えない高齢者（特に男性が多い
と感じますが）は、相変わらず有人のレジ
に列をなし自分の順番を待っている、そん
な感じです。
　かくいう私も数年前までは「スマホなん
てなくても生きていける」そんなことを
堂々と言っていました。
　しかしある時、自社ではセルフレジを採
用し、端末でスキャンしながら在庫の出入
庫を管理しているため、自分だけがこのま
まではいけない！と考えを改め、社内の集
まりなどでも「古き良き過去」への執着を
やめ、前に進もう！！そう叫び、若干時間
は遅めではありますが、自分自身の頭と行
動をデジタル化している最中です。
　今私が危惧しているのは「今の若い人達」
の思考の問題ではなく、現代社会について
いけない、いこうとしない「老害」のはび
こりです。
　口には出しながらも、腰が重く、なかな
か前に進めなかった情報化施工へもやっと
昨年から積極的に取り組みはじめ、少しず
つではありますが果実も実りつつあります。
　社員から「老害」と言われぬよう、先ず
は必死に追いつき、そして、出来だけ早く
追い越さねば、そう考える昨今です。

デジタル化真っ只中

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会
理事 佐久本　嘉幸

株式会社佐久本工機　代表取締役

巻 頭 言



建設荷役車両 （ 5 ） 第 45巻 267号（2023. 9 ）

313

第12回　定時総会

Ⅰ　定時総会次第
1．開会
　第12回定時総会が、令和 5年 6月 7日（水）
東京都千代田区飯田橋のホテルメトロポリ
タンエドモンドで開催されました。
　今回の定時総会は、第 8回定時総会（令
和元年 6月開催）以来、会員の皆様方に、
総会会場への来場自粛の要請を行わず、ま
た通年表彰の表彰式も実施しました。
　冒頭事務局より、定款に基づく総会成立
宣言により開会し、はじめに酒井会長より、
　「資格取得研修の昨年度実績は、開催回
数、受講者がともにコロナ禍前の水準を上
回りました。今後も特定自主検査に係る適
正な検査・整備技術に関する研修・教育や
広報活動等を積極的に展開して、建荷協全
体で資格者の育成と労働者の安全確保対策
の一層の充実を図っていく所存です。
　会員ならびに関係の皆様方には、引き続きご
指導、ご協力賜りますようお願い申し上げます」
　との挨拶がありました。

　会長挨拶後、来賓としてご臨席いただい
た厚生労働省　労働基準局　安全衛生部　
安全課長　釜石英雄様、経済産業省　製造
産業局　産業機械課　生産機械一係長　大
村明裕様より、それぞれご祝辞をいただき
ました。

挨拶する酒井会長

定時総会報告
公益社団法人建設荷役車両安全技術協会

第12回
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　その後、定款の定めにより酒井会長が議
長となり、議事録署名人を選出後、各議事
の報告、審議に入りました。

2．報告事項（資料は協会HP参照）
⑴　報告事項 1  令和 4 年度事業報告の件
⑵　報告事項 2  令和 5 年度事業計画書の件
⑶　報告事項 3  令和 5 年度収支予算書の件
　以上について、縄田常務理事より報告・説
明が行われ、質疑応答がなされました。

3．決議事項（資料は8～15頁参照）
⑴　第 1 号議案　令和 4 年度決算報告関係

書類承認の件
　縄田常務理事より報告・説明および仲
島監事から監査報告が行われた後、異議
なく全会一致で承認されました。

⑵　第 2 号議案　役員の補充の関する件
　縄田常務理事より報告・説明が行われ
た後、辞任する理事の後任として、補充
理事候補者 5 名全員の選任が全会一致で
承認されました。

4．閉会
　議長より、以上をもって議事を終了した
旨が告げられ、第12回定時総会はすべての
次第を終了し、引き続き令和 5 年表彰が執
り行われました。

厚生労働省
釜石　英雄 様

経済産業省
大村　明裕 様

仲島監事に
よる監査報告

総会開催風景 - 2

総会開催風景 - 1

報告を行う縄田常務理事
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Ⅱ　令和5年通年表彰
　顕彰規程に基づく令和 5 年通年表彰のう
ち、企業賞（ 3 事業所）及び特別功績賞

（ 3 名）については下記の通りです。受賞
おめでとうございました。
　（令和 5 年通年表彰の全受賞者の名簿を
15～18ページに掲載しています。）

1．企業賞（3事業所）
　 　定期（特定）自主検査制度の定着化に顕著

な功績が認められる企業（事業所）の表彰。
　 • 株式会社ユニバーサル建販［群馬県支部］
　 • 砺波重機株式会社［富山県支部］
　 • 水田重機工業株式会社［京都支部］

2．特別功績賞（3名）
　 　定期（特定）自主検査制度の定着化に

顕著な功績のうち、特に社会的な功績が
認められる個人の表彰。

　 • 北條　仁之  氏
　　（公社）建荷協 宮城県支部研修講師
　　［宮城県支部］
　 • 松浦　孝一  氏
　　株式会社松浦トヨタリフトサービス
　　［岐阜県支部］
　 • 藤井　開三  氏
　　トヨタ L ＆ F 広島株式会社［広島県支部］

企業賞
㈱ユニバーサル建販
代表者：若菜　剛 氏

企業賞
砺波重機㈱
代表者：斉藤　志郎 氏

企業賞
水田重機工業㈱
代表者：水田　義之 氏

特別功績賞
（公社）建荷協
宮城県支部研修講師
北條　仁之 氏

特別功績賞
㈱松浦トヨタリフトサービス
松浦　幸一 氏

特別功績賞
トヨタＬ＆Ｆ広島㈱
藤井　開三 氏

受賞記念写真
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　第1号議案　　　　　　　　令和4年度決算報告
　　　　　　　　　　　　　 （令和4年4月1日～令和5年3月31日）　　　　　　　　　　　　　

Ⅰ　貸借対照表
（令和5年 3月31日現在）
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Ⅱ　正味財産増減計算書
（令和4年 4月 1日〜令和5年 3月31日）
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Ⅲ　財務諸表に対する注記

Ⅳ　貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書
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Ⅴ　財産目録Ⅴ　財産目録
（令和5年 3月31日現在）
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　第 2号議案　　　　　　　　役員の補充に関する件　第

補充理事候補者
氏　　名 所　　　　属

森田　将史 ㈱竹中工務店

三澤　伸介 ロジスティード㈱

中野　浩二 西尾レントオール㈱

對馬　良典 ㈱東洋内燃機工業社

冨澤　寿志 トヨタ L & F 群馬㈱

辞任理事
氏　　名 所　　　　属

洗　　光範 ㈱竹中工務店

鹿島　伸之 ロジスティード㈱   

辻村　敏夫 西尾レントオール㈱

檜垣　隆三 ㈱東洋内燃機工業社   

理事の辞任に伴う補充選任について

1 　企　業　賞　（ 3事業所）
　定期（特定）自主検査制度の定着化に顕
著な功績が認められる企業（事業所）の表
彰である。

（支部名簿順）
支 部 名 企　業　名

群 馬 県 株式会社ユニバーサル建販

富 山 県 砺波重機株式会社

京　 都 水田重機工業株式会社

2 　特別功績賞　（ 3名）
　定期（特定）自主検査制度の定着化に顕
著な功績のうち、特に社会的な功績が認め
られる個人の表彰である。

（支部名簿順）
支 部 名 氏　　　名 所属会社名

宮 城 県 北條　仁之 （公社）建荷協
宮城県支部研修講師

岐 阜 県 松浦　幸一 株式会社松浦トヨタ
リフトサービス

広 島 県 藤井　開三 トヨタ L ＆ F 広島株
式会社

3 　功　績　賞　（33名）
　定期（特定）自主検査制度の定着化に顕
著な功績が認められる個人の表彰である。

（支部名簿順）

支 部 名 氏　　　名 所属事業所名

北 海 道 岡部　元男 有限会社ふらの建機

秋 田 県 佐藤　輝基 トヨタ L ＆ F 秋田株
式会社

山 形 県 井苅　敬介
山形小松フォークリ
フト株式会社
本社サービス部
サービス課

茨 城 県
坂巻　　学

ロジスネクスト東京
株式会社
茨城支社 日立支店

小林　春男 日本キャタピラー合
同会社 茨城営業所

栃 木 県 髙嶺　昭一 北関東ニチユ株式会社
営業本部 サービス部

群 馬 県

石田　一也 北関東TCM株式会社　
サービス部

三澤　　学
ロジスネクスト関信越
株式会社
伊勢崎支店 サービス課

埼 玉 県 野澤　芳夫
コマツカスタマーサ
ポート株式会社
東京関越カンパニー　
埼玉北支店

令和5年通年表彰の被表彰者
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神奈川県
下山　雅史

日立建機日本株式会社
関東支社　西関東支店
サービス課

佐藤　　勇 （公社）建荷協
神奈川県支部研修講師

富 山 県 能登　純平
黒部モビリティサー
ビス株式会社 整備技
術グループ

石 川 県 古木　弘一 ケイアイフォークリフト

福 井 県 平田　孝一 ロジスネクスト中部
株式会社  サービス課

山 梨 県 清水　敏行 山梨ニチユ株式会社　
サービス課

長 野 県 大平　範雄 飯田ヂーゼル株式会社
建機事業部 営業企画部

愛 知 県 山口　武士
株式会社アイチコーポ
レーション　中部支店
名古屋中央カスタマー
サービスセンター

滋 賀 県 藤岡　　孝 （公社）建荷協
滋賀県支部研修講師

京　 都 川本　大輔
トヨタ L ＆ F 近畿株
式会社
守山サービスセンター

大 阪 府 山田　　稔 ロジスネクスト近畿
株式会社　守口支店

兵 庫 県
中山　文二

極東開発工業株式会社
特装事業部
サービス本部
ロードサービス部
北日本サービス課

内田　誠二 （公社）建荷協
兵庫県支部研修講師

和歌山県 﨑山　雅史 キャタピラー教習所
株式会社

鳥 取 県 中川　敦貴
（公社）建荷協
鳥取県支部運転技能
講習講師

広 島 県 芥川　和久 コベルコ教習所株式会社
広島教習センター

山 口 県 岡本　圭介 美祢車輌センター株
式会社　山口工場

香 川 県 上杉　弘司
トーヨースギウエ株
式会社　管理部
安全推進グループ

愛 媛 県 梶田　昌弘

コマツカスタマーサ
ポート株式会社
近畿四国カンパニー　
四国事業部
愛媛支店  南予出張所

福 岡 県 長　　京二
株式会社筑豊製作所　
福岡支店サービスグ
ループ

佐 賀 県 古川　昌市 西九州セイビ株式会社

鹿児島県 早淵　芳明 株 式 会 社 シ ン コ ー
フォークリフト鹿児島

沖 縄 県

金城　克也
株式会社佐久本工機
機 販 リ ー ス 事 業 部　
サービスセンター

岡元　昭陽

コマツカスタマーサ
ポート株式会社
九州沖縄カンパニー　
沖縄支店　サービス
営業課

4 　技　能　賞　（67名）
　定期（特定）自主検査・整備に尽力し顕
著な業績が認められる個人の表彰である。

（支部名簿順）
支 部 名 氏　　　名 所属事業所

北 海 道

小谷　万也
株式会社タダノテク
ノ東日本　北海道事
業部　苫小牧工場

加藤　恭章 道央建機サービス株
式会社　整備部

進藤　　聡 留萌ヰゲタ港運株式
会社　整備部

青 森 県

賣井坂正彦 八菱興業株式会社
整備課

相馬　真二
ロジスネクスト東北
株式会社　青森支店　
サービス課

宮 城 県
佐藤　光一

トヨタ L ＆ F 宮城株
式会社
仙南営業所 サービス

佐藤　義彦 山中産業株式会社
本社営業部

秋 田 県 小玉　　孝 有限会社能代重機サービス 

山 形 県 皆川　元司 株式会社新庄建機

福 島 県

渡部　靖夫 北辰通商株式会社
日和田工場

鈴木　　剛 株式会社商報舎
二本松支店

平林　宏一 菱浜興業株式会社
業務管理部

茨 城 県 八文字尋守 茨城小松フォークリフ
ト株式会社 水戸営業所
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栃 木 県
秋山　利昭

神興機械サービス株
式会社　建機営業部　
サービス課

軽部　繁美
西尾レントオール株
式会社　栃木営業部　
栃木機械センター

群 馬 県
山田　幸雄 藤本重機工業株式会社

高野　　薫 北関東ニチユ株式会社
館林支店　サービス課

千 葉 県

安藤　徹男 有限会社安藤フォー
クリフト

野村雄一郎 イマゼン株式会社

長瀬　英治
コ マ ツ カ ス タ マ ー サ
ポート株式会社
千葉支店 習志野営業所

吉岡　和夫
コマツカスタマーサ
ポート株式会社
君津支店　市原サー
ビスセンタ

丸山　健一
ロジスネクスト東京
株式会社
システムサービス課

板垣　善博 有限会社フォークリフト陽晟

東 京 都

井口　正喜 トヨタ L ＆ F 東京株
式会社

佐藤　　健 株式会社アクティオ

嶋田　芳一 ヤンマー建機株式会社

高橋　利夫 トヨタ L ＆ F 東京株
式会社

鳥澤　幸博 ロジスネクスト東京
株式会社

新 潟 県
齋藤　　裕 株式会社スタッフサイトウ

池野　正和 株式会社田中自動車
修理工場

富 山 県 金谷　光浩 コマツ富山株式会社　
富山支店

石 川 県 井戸田佳孝
ロジスネクスト中部
株式会社　金沢支店　
サービス課

福 井 県 藤　　竜介 日本キャタピラー合同会社
福井サービス部 福井営業所

山 梨 県 河西　弘志 株式会社エム・シー・エス
サービス事業部

長 野 県
武田　昌宏

コマツカスタマーサポー
ト株式会社　中部カン
パニー　リフト南信支店

森　　健二 諏訪フォークリフト

長 野 県

北條　明広 甲信イシコ株式会社

瀧澤　好男
株式会社前田製作所　
建設機械本部
甲信支店　大町営業所

岐 阜 県

牛丸　春平 新興自動車株式会社　
松本工場

谷口　信哉
ロジスネクスト中部
株式会社　大垣支店　
西濃サービスセンター

静 岡 県

飯田　幹生
静岡小松フォークリ
フト株式会社　富士
営業所　サービス課

池原　清貴
トヨタ L ＆ F 静岡株
式会社
沼津営業所　サービス課

古谷　英樹
ロジスネクスト中部
株式会社 東静岡サー
ビスセンター

愛 知 県

坂本　健太 レンテック大敬株式会社
豊橋サービス工場

吉野　徹也 東海オートメンテナンス
株式会社　サービス部

石本　　勇 ビューテック株式会社
車輌整備課

京 都 吉岡　英隆 京都電業株式会社
フォークリフト部

大 阪 府
小谷　安民

株式会社アイチコー
ポレーション
関西支店 大阪中央カス
タマーサービスセンター

髙田　洋勝 南大阪センコー運輸整備
株式会社 リフト検査班

兵 庫 県 中井　崇史 トヨタ L ＆ F 兵庫株
式会社 東播営業所

和歌山県 斉藤　誠也 株式会社キナン
和歌山営業所

鳥 取 県 佃　　敏彦 株式会社井中組　工事部
岡 山 県 松岡　博之 株式会社東洋工務店　機材課

広 島 県
栗間　則幸 広島リフト株式会社
石野　昭彦 有限会社ダイフクサービス
和田　羊一 林田工業株式会社

山 口 県 椎木　光年 山口コーウン株式会社
整備工場

香 川 県 本田健太郎 株式会社タクテック　
サービス部

愛 媛 県
赤瀬　光志

ロジスネクスト四国
株式会社 松山支店　
サービス課

沢田　純和 四国建販株式会社
南予営業所
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福 岡 県
許斐　　勝

日立建機日本株式会社
九 州 支 社　 業 務 部　
サービスグループ

髙島　和幸
トヨタ L ＆ F 福岡株
式会社
福岡営業所 サービスグループ

佐 賀 県 太田　正志
ロジスネクスト九州
株式会社　鳥栖支店　
サービス課

熊 本 県 沼田　和久 九 州 重 機 株 式 会 社　
整備課

大 分 県 笹田　明治 大分興業株式会社

鹿児島県 外越　光男 有限会社サツマ建機

沖 縄 県 伊藝　康寿 ニッケン・リース株
式会社　浦添営業所

5 　考　案　賞　（応募件数：41件）
　定期（特定）自主検査を主体とする検査
技術、機器等に係る優秀な考案又は改善が
優秀であると認められる個人又はグループ
の表彰である。

⑴　金　　賞　（ 3 件） （支部名簿順）

支 部 名 氏　名 所属事業所
考案の名称

福 井 県
清水　　薫
出倉　龍輔

コマツサービスエース㈱
本社・整備・車検チーム

燃料タンク用バキューム装置

兵 庫 県
坂井　正二

㈱アイチコーポレーション
関西支店　神戸サー
ビスステーション

アウトリガービームASSY脱着治具
作成

広 島 県
長井　　仁

㈱アイチコーポレーション
中四国支店　今治サービ
スステーション

SB/SH10・11A伸縮シリンダーオー
バーホール治具

⑵　銀　　賞　（ 5 件）　（支部名簿順）

支 部 名 氏　名 所属事業所
考案の名称

茨 城 県

菅原　　亮
山﨑　太平
藤崎　幸雄
高嶋　良一
岡崎　洋治
飯島　　剛
渡邊　諒雅

日立建機ロジテック㈱
機装チーム

フォーク脱着治具

三 重 県 黒田　浩史
㈱アクティオ
三重いなべテクノパー
ク統括工場
整備二課

クレーンワイヤー交換巻取り治具作成

京 　 都

川端健三郎 日立建機日本㈱
関西支社　関西サービス工場

エルボを正確に取付ける

丹羽　　宏 トヨタ L ＆ F 近畿㈱　
サービス部

フォークロウサイゼロ

香 川 県
永嶋　利夫　　　　永嶋　利夫　　　　
中田　隼人

㈱タクテック永嶋　利夫　　　　㈱タクテック永嶋　利夫　　　　
サービス部

溝付油圧シリンダヘッド分解用強
力リング型レンチ

⑶　努　力　賞　（ 7 件） （支部名簿順）

支 部 名 氏　名 所属事業所
考案の名称

北 海 道 山本　勇希
日立建機日本㈱
北海道支社
北北海道支店
帯広営業所

ペール缶オイルゲージ

千 葉 県 三上　真和
日立建機日本㈱
関東支社　千葉支店
千葉営業所

ボス内部グリス除去治具『手汚れなーい』

福 井 県

南部　謙一
森本　緩之

トヨタL＆F福井㈱
本社FE室

工具収納スカット君（フィールド
サービスカー搭載工具収納棚）
岩崎　栄一
森本　心太
加藤　友浩

コマツサービスエース㈱
敦賀店

油圧ホース点検における定点管理

愛 知 県
尾崎　隆二
佐藤　昌之

レンテック大敬㈱
技術統括部

高所作業車のブームグリース塗布
省力化

三 重 県 植田恵美子
㈱アクティオ　三重
いなべテクノパーク
統括工場　安全管理課

吊り角度目安表示板

高 知 県 藤井　佑輔
日立建機日本㈱　中
国四国支社四国支店　
高知サービスセンタ

油圧ホース圧油飛散防止治具
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　令和 5年 7月27日付で厚生労働省厚生労働事務次官より、当協会会長あてに「令和 5年度（第74回）
全国労働衛生週間」の実施に伴い、協力依頼がありましたのでお知らせいたします。

広報

令和5年度全国労働衛生週間にあたって
－令和5年度全国労働衛生週間実施要綱－

厚生労働省
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令和5年度全国労働衛生週間実施要綱

1　趣旨
　全国労働衛生週間は、昭和25年の第 1回
実施以来、今年で第74回を迎える。この間、
全国労働衛生週間は、国民の労働衛生に関す
る意識を高揚させ、事業場における自主的労
働衛生管理活動を通じた労働者の健康確保
に大きな役割を果たしてきたところである。
　労働者の健康をめぐる状況については、
高齢化の進行により、一般健康診断の有所
見率が上昇を続けているほか、何らかの疾
病を抱えながら働いている労働者が増加す
るとともに、女性の就業率が上昇し、働く
女性の健康問題への対応も課題となってい
る。また、中高年齢の女性を中心に、転倒
などの労働者の作業行動に起因する労働災
害が高い発生率となっている。人生100年
時代に向けて高年齢労働者が安心して安全
に働ける職場環境づくりを推進していくた
めにも、高年齢労働者の安全と健康確保の
ためのガイドライン（エイジフレンドリー
ガイドライン）に基づく対策の推進ととも
に、労働者の健康管理や治療と仕事の両立
への支援をさらに推進していく必要がある。
　また、過労死等事案の労災認定件数は、
令和 4年度には904件となっており、引き
続き過労死等を防止するためには、働き方
改革の推進と相まって、長時間労働による
健康障害の防止対策の推進が必要である。
このうち、特に精神障害による労災認定件
数は令和 4年度には710件と過去最多と
なっており、メンタルヘルス対策をさらに
強化していく必要がある。
　さらに、労働者の健康確保において、産
業医の選任義務のない小規模事業場におけ
る体制確保や取組の推進が大きな課題と
なっている。これらの事業場は全体の96％

を占めており、小規模事業場における健康
確保対策の推進が重要である。

　化学物質による休業 4日以上の労働災害
は、450件程度で推移し、特定化学物質障
害予防規則等の特別規則の規制の対象と
なっていない物質を起因とするものが全体
の 8割を占めている。また、化学物質等に
よる重大な遅発性の職業性疾病も後を絶た
ない。このため、厚生労働省では、従来、
特別規則の対象となっていない全ての危
険・有害な物質への対策を強化するため、
事業者が自ら行ったリスクアセスメントの
結果に基づき、ばく露防止のために講ずべ
き措置を適切に実施する制度を導入した。
この仕組みを実効あるものとするため、ば
く露の上限となる濃度基準値の設定、危険
性・有害性に関する情報伝達の仕組みの整
備・拡充を行うため、所要の法令改正を順
次、行っているところである。
　また、職業がんの労災補償の新規支給決
定者は、石綿による中皮腫・肺がんを中心
に年間約1,000人にも及ぶところ、石綿の製
造・使用等が禁止される前に石綿含有建材
を用いて建設された建築物が今なお多数現
存している。その解体工事が2030年頃を
ピークとして、増加が見込まれる中、解体・
改修前に義務付けられている石綿の有無に
関する事前調査や石綿の発散防止措置が適
切に講じられていない事例が散見されたこ
とを踏まえ、一定の建築物や工作物などの
解体・改修工事については、資格者による
事前調査や、石綿事前調査結果報告システ
ムを用いた報告の義務化など、石綿による
ばく露防止対策の強化を進めている。
　このような状況を踏まえ、第14次労働災
害防止計画（以下、「14次防」という。）に
おいて、令和 5年度より「自発的に安全衛
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生対策に取り組むための意識啓発」や「労
働者（中高年齢の女性を中心に）の作業行
動に起因する労働災害防止対策の推進」、
「労働者の健康確保対策の推進」、「化学物
質等による健康障害防止対策の推進」等合
計 8つの重点を定め、労働災害防止対策を
進めている。
　さらに、建設アスベスト訴訟の最高裁判
決（令和 3年 5月17日）を踏まえ、有害物
質による健康障害の防止措置を義務づける
労働安全衛生法第22条の規定に関連する労
働安全衛生規則等11の省令の規定につい
て、請負人や同じ場所で作業を行う労働者
以外に対しても、労働者と同等の保護措置
を講ずることを事業者に義務づける改正が
実施され、令和 5年 4月に施行されており、
事業者に求められる労働衛生対策の実施対
象の幅は広がっている。

　このような背景を踏まえ、今年度は、「目
指そうよ二刀流こころとからだの健康職
場」をスローガンとして全国労働衛生週間
を展開し、事業場における労働衛生意識の
高揚を図るとともに、自主的な労働衛生管
理活動の一層の促進を図ることとする。

2　スロ－ガン
　目指そうよ二刀流　こころとからだの
健康職場

3　期　間
10月 1日から10月 7日までとする。

　なお、全国労働衛生週間の実効を上げる
ため、 9月 1日から 9月30日までを準備期
間とする。

4　主唱者
　厚生労働省、中央労働災害防止協会

5　協賛者
　建設業労働災害防止協会、陸上貨物運送
事業労働災害防止協会、港湾貨物運送事業
労働災害防止協会、林業・木材製造業労働
災害防止協会

6　協力者
　関係行政機関、地方公共団体、安全衛生
関係団体、労働団体及び事業者団体

7　実施者
　各事業場

8　主唱者、協賛者の実施事項
以下の取組を実施する。
⑴　労働衛生広報資料等の作成、配布を行う。
⑵　雑誌等を通じて広報を行う。
⑶�　労働衛生講習会、事業者間で意見交換・
好事例の情報交換を行うワークショップ
等を開催する。
⑷�　事業場の実施事項について指導援助
する。
⑸�　その他「全国労働衛生週間」にふさわ
しい行事等を行う。

9　協力者への依頼
　主唱者は、上記 8の事項を実施するため、
協力者に対し、支援、協力を依頼する。

10　実施者の実施事項
　労働衛生水準のより一層の向上及び労働
衛生意識の高揚を図るとともに、自主的な
労働衛生管理活動の定着を目指して、各事
業場においては、事業者及び労働者が連携・
協力しつつ、次の事項を実施する。
⑴　全国労働衛生週間中に実施する事項
　ア�　事業者又は総括安全衛生管理者によ
る職場巡視
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　イ�　労働衛生旗の掲揚及びスローガン等
の掲示

　ウ�　労働衛生に関する優良職場、功績者
等の表彰

　エ�　有害物の漏えい事故、酸素欠乏症等
による事故等緊急時の災害を想定した
実地訓練等の実施

　オ�　労働衛生に関する講習会・見学会等
の開催、作文・写真・標語等の掲示、
その他労働衛生の意識高揚のための行
事等の実施

⑵　準備期間中に実施する事項
　�　下記の事項について、日常の労働衛生
活動の総点検を行う。
　ア　重点事項
　　（ア）�　過重労働による健康障害防止の

ための総合対策に関する事項
　　　　 a　時間外・休日労働の削減、年

次有給休暇の取得促進及び勤務
間インターバル制度の導入など
労働時間等の設定の改善による
仕事と生活の調和（ワーク・ラ
イフ・バランス）の推進

　　　　 b　事業者による仕事と生活の調
和（ワーク・ライフ・バランス）
の推進や過重労働対策を積極的
に推進する旨の表明

　　　　 c　労働安全衛生法に基づく労働
時間の状況の把握や長時間労働
者に対する医師の面接指導等の
実施の徹底

　　　　 d　健康診断の適切な実施、異常
所見者の業務内容に関する医師
への適切な情報提供、医師から
の意見聴取及び事後措置の徹底

　　　　 e　小規模事業場における産業保
健総合支援センターの地域窓口
の活用

　　（イ）�　「労働者の心の健康の保持増進
のための指針」等に基づくメンタ
ルヘルス対策の推進に関する事項

　　　　 a　事業者によるメンタルヘルスケ
アを積極的に推進する旨の表明

　　　　 b　衛生委員会等における調査審
議を踏まえた「心の健康づくり
計画」の策定、実施状況の評価
及び改善

　　　　 c 4つのメンタルヘルスケア
（セルフケア、ラインによるケ
ア、事業場内産業保健スタッフ
等によるケア、事業場外資源に
よるケア）の推進に関する教育
研修・情報提供

　　　　 d　労働者が産業医や産業保健ス
タッフに直接相談できる仕組み
など、労働者が安心して健康相
談を受けられる環境整備

　　　　 e　ストレスチェック制度の適切
な実施、ストレスチェック結果
の集団分析及びこれを活用した
職場環境改善の取組

　　　　 f　職場環境等の評価と改善等を
通じたメンタルヘルス不調の予
防から早期発見・早期対応、職
場復帰における支援までの総合
的な取組の実施

　　　　 g　「自殺予防週間」（ 9月10日
～ 9月16日）等をとらえた職場
におけるメンタルヘルス対策へ
の積極的な取組の実施

　　　　 h　産業保健総合支援センターに
おけるメンタルヘルス対策に関
する支援の活用

　　（ウ）�　転倒・腰痛災害の予防に関する
事項

　　　　 a　事業者による労働災害防止対
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策に積極的に取り組む旨の表明
　　　　 b　身体機能の低下等による労働

災害の発生を考慮したリスクア
セスメントの実施

　　　　 c　高年齢労働者が安全に働き続
けることができるよう、「高年齢
労働者の安全と健康確保のため
のガイドライン」を踏まえ事業
場の実情に応じた施設、設備、
装置等の改善及び体力の低下等
の高年齢労働者の特性を考慮し
た、作業内容等の見直し

　　　　 d　労働安全衛生法に基づく雇入
時及び定期の健康診断の確実な
実施と、労働者の気付きを促す
ための体力チェックの活用

　　　　 e　若年期からの身体機能の維持
向上のための取組の実施

　　　　 f　小売業及び介護施設の企業等関
係者による「協議会」を通じた転
倒・腰痛災害等の予防活動の機運
の醸成・企業における取組の推進

　　　　 g　ストレッチを中心とした転
倒・腰痛予防体操（例：いきい
き健康体操）の実施

　　　　 h　「職場における腰痛予防対策
指針」に基づく腰痛の予防対策
の推進

　　　　　⒜�　リスクアセスメント及びリ
スク低減対策の実施

　　　　　⒝�　作業標準の策定及び腰痛予
防に関する労働衛生教育（雇
入れ時教育を含む。）の実施

　　　　　⒞�　介護・看護作業における身
体の負担軽減のための介護技
術（ノーリフトケア）や介護
機器等の導入の促進

　　　　　⒟�　陸上貨物運送事業における

自動化や省力化による人力へ
の負担の軽減

　　（エ）�　化学物質による健康障害防止対
策に関する事項

　　　　 a　中小規模事業場を中心とした
特定化学物質障害予防規則等の
特別規則の遵守の徹底（非製造
業業種を含む。）、金属アーク溶
接等作業における健康障害防止
対策の推進

　　　　 b　製造者・流通業者が化学物質
を含む製剤等を出荷する際及び
ユーザーが購入した際のラベル
表示・安全データシート（SDS）
交付の状況の確認

　　　　 c SDSにより把握した危険有害
性に基づくリスクアセスメント
の実施とその結果に基づくばく
露濃度の低減や適切な保護具の
使用等のリスク低減対策の推進

　　　　 d　ラベルやSDSの内容やリスク
アセスメントの結果について労
働者に対して行う教育の推進

　　　　 e　危険有害性等が判明していな
い化学物質を安易に用いないこ
と、また、危険有害性等が不明
であることは当該化学物質が安
全又は無害であることを意味する
ものではないことを踏まえた取扱
い物質の選定、ばく露低減措置
及び労働者に対する教育の推進

　　　　 f　皮膚接触や眼への飛散による薬
傷等や化学物質の皮膚からの吸収
等を防ぐための適切な保護具や汚
染時の洗浄を含む化学物質の取り
扱い上の注意事項の確認

　　　　 g　特殊健康診断等による健康管
理の徹底
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　　　　 h　塗料の剥離作業における健康
障害防止対策の徹底

　　（オ）�　石綿による健康障害防止対策に
関する事項

　　　　 a　建築物等の解体・改修工事に
おける石綿ばく露防止対策の徹
底及びこれらの対策の実施に対
する発注者による配慮の推進

　　　　　⒜�　有資格者による事前調査の
実施、事前調査結果の掲示及
び備え付けの徹底

　　　　　⒝�　労働基準監督署に対する届
出の徹底

　　　　　⒞�　隔離・湿潤化の徹底
　　　　　⒟�　呼吸用保護具等の使用の徹

底及び適正な使用の推進
　　　　　⒠�　作業後等の労働者の洗身や

工具等の付着物の除去の徹底
　　　　　⒡�　石綿作業主任者の選任及び

職務遂行の徹底
　　　　　⒢�　健康診断の実施の徹底及び

離職後の健康管理の推進
　　　　　⒣�　作業実施状況の写真等によ

る記録の徹底
　　　　 b　吹付け石綿等が損傷、劣化し、

労働者が石綿等にばく露するお
それがある建築物等における吹
付け石綿、石綿含有保温材等の
除去、封じ込め等の徹底（貸与
建築物等の場合において貸与者
等に措置の実施を確認し、又は
求めることを含む。）

　　　　　⒜�　労働者が就業する建築物に
おける石綿含有建材の使用状
況の把握

　　　　　⒝�　封じ込め、囲い込みがなされ
ていない吹付け材、保温材等の
石綿使用の有無の調査

　　　　　⒞�　建材の損傷劣化状況に関す
る必要な頻度の点検の実施

　　　　　⒟�　建材の劣化状況等を踏まえ
た必要な除去等の実施

　　　　　⒠�　設備の点検、補修等の作業
を外注する場合における、吹
付け石綿や石綿含有保温材等
の有無及びその損傷・劣化等
の状況に関する当該設備業者
等への情報提供の実施

　　　　 c　石綿にばく露するおそれがあ
る建築物等において労働者を設
備の点検、補修等の作業等に臨
時で就業させる場合の労働者の
石綿ばく露防止

　　　　　⒜�　労働者を臨時に就業させる
建築物等における吹付け石綿
や石綿含有保温材等の有無及
びその損傷・劣化等の状況に
関する当該業務の発注者から
の情報収集の実施

　　　　　⒝�　労働者が石綿にばく露する
おそれがある場合（不明な場
合を含む。）における労働者の
呼吸用保護具等の使用の徹底

　　　　 d　禁止前から使用している石綿
含有部品の交換・廃棄等を行う
作業における労働者の石綿ばく
露防止対策の徹底

　　　　　⒜�　工業製品等における石綿含
有製品等の把握

　　　　　⒝�　石綿含有部品の交換・廃棄
等を行う作業における呼吸用
保護具等の使用等

　　（カ）�　「職場における受動喫煙防止の
ためのガイドライン」に基づく受
動喫煙防止対策に関する事項

　　　　 a　各事業場における現状把握
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と、それを踏まえ決定する実情
に応じた適切な受動喫煙防止対
策の実施

　　　　 b　受動喫煙の健康への影響に関
する理解を図るための教育啓発
の実施

　　　　 c　支援制度（専門家による技術的
な相談支援、喫煙室の設置等に係
る費用の助成）の活用

　　（キ）�　「事業場における治療と仕事の
両立支援のためのガイドライン」
に基づく治療と仕事の両立支援対
策の推進に関する事項

　　　　 a　事業者による基本方針等の表
明と労働者への周知

　　　　 b　研修等による両立支援に関す
る意識啓発

　　　　 c　相談窓口等の明確化
　　　　 d　両立支援に活用できる休暇・

勤務制度や社内体制の整備
　　　　 e　両立支援コーディネーターの

活用
　　　　 f　産業保健総合支援センターに

よる支援の活用
　　（ク）�　「STOP!熱中症　クールワーク

キャンペーン」に基づく熱中症予
防対策の推進に関する事項

　　　　 a WBGT値の実測と、測定値に
基づく熱中症リスクの評価、作
業時間の短縮や、暑熱順化不足
者の把握を含めた作業前ミー
ティングでの注意喚起など、評
価を踏まえた適切な熱中症予防
対策の実施

　　　　 b　自覚症状の有無にかかわらな
い水分・塩分の摂取

　　　　 c　救急措置の事前の確認と実施
　　　　 d　健康診断結果を踏まえた日常の

健康管理や健康状態の確認
　　（ケ）�　「テレワークの適切な導入及び

実施の推進のためのガイドライ
ン」に基づく労働者の作業環境、
健康確保等の推進に関する事項

　　　　 a　「自宅等においてテレワーク
を行う際の作業環境を確認する
ためのチェックリスト【労働者
用】」を活用した作業環境の確
保及び改善

　　　　 b　「テレワークを行う労働者の
安全衛生を確保するための
チェックリスト【事業者用】」
を活用した労働者の心身の健康
確保

　　（コ）�　小規模事業場における産業保健
活動の充実に関する事項

　　　　 a　産業医、産業保健師等の活用
による産業保健活動の充実

　　　　 b　ストレスチェックの実施、ス
トレスチェック結果の集団分析
及びこれを活用した職場環境改
善の取組の推進

　　　　 c　一般健康診断結果に基づく事
後措置の徹底

　　　　 d　小規模事業場における産業保
健総合支援センターの地域窓口
の活用

　　　　 e　中小企業における団体経由産業
保健活動推進助成金の活用

　　（サ）�　女性の健康課題に関する事項
　　　　 a　女性の健康課題に関する理解

促進のための取組の実施
　　　　 b　産業保健総合支援センターに

おける事業者や人事労務担当
者、産業保健スタッフ向けの女
性の健康課題に関する専門的研
修の受講
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　　　　 c　産業保健総合支援センターに
おける女性の健康課題に関する
相談窓口の活用

　イ　労働衛生 3管理の推進等
　　（ア）�　労働衛生管理体制の確立とリス

クアセスメントを含む労働安全衛
生マネジメントシステムの確立を
はじめとした労働衛生管理活動の
活性化に関する事項

　　　　 a　労働衛生管理活動に関する計
画の作成及びその実施、評価、
改善

　　　　 b　総括安全衛生管理者、産業医、
衛生管理者、衛生推進者等の労
働衛生管理体制の整備・充実とそ
の職務の明確化及び連携の強化

　　　　 c　衛生委員会の開催と必要な事
項の調査審議

　　　　 d　危険性又は有害性等の調査及
びその結果に基づく必要な措置
の推進

　　　　 e　現場管理者の職務権限の確立
　　　　 f　労働衛生管理に関する規程の

点検、整備、充実
　　（イ）�　作業環境管理の推進に関する事項
　　　　 a　有害物等を取り扱う事業場に

おける作業環境測定の実施とそ
の結果の周知及びその結果に基
づく作業環境の改善

　　　　 b　局所排気装置等の適正な設
置、稼働、検査及び点検の実施
の徹底

　　　　 c　事務所や作業場における清潔
保持

　　　　 d　換気、採光、照度、便所等の
状態の点検及び改善

　　（ウ）　作業管理の推進に関する事項

　　　　 a　自動化、省力化等による作業
負担の軽減の推進

　　　　 b　作業管理のための各種作業指
針の周知徹底

　　　　 c　適切、有効な保護具等の選択、
使用及び保守管理の徹底

　　（エ）�　「職場の健康診断実施強化月間」
（ 9月 1日～ 9月30日）を契機と
した健康管理の推進に関する事項

　　　　 a　健康診断の適切な実施、異常
所見者の業務内容に関する医師
への適切な情報提供、医師から
の意見聴取及び事後措置の徹底

　　　　 b　一般健康診断結果に基づく必
要な労働者に対する医師又は保
健師による保健指導の実施

　　　　 c　高齢者の医療の確保に関する
法律に基づく医療保険者が行う
特定健診・保健指導との連携

　　　　 d　健康保険法に基づく医療保険
者が行う保健事業との連携

　　（オ）�　労働衛生教育の推進に関する事項
　　　　 a　雇入れ時教育、危険有害業務

従事者に対する特別教育等の
徹底

　　　　 b　衛生管理者、作業主任者等労
働衛生管理体制の中核となる者
に対する能力向上教育の実施

　　（カ）�　「事業場における労働者の健康
保持増進の指針」等に基づく心と
からだの健康づくりの継続的かつ
計画的な実施に関する事項

　　（キ）�　快適職場指針に基づく快適な職
場環境の形成の推進に関する事項

　　（ク）�　「副業・兼業の促進に関するガ
イドライン」に基づく副業・兼業
を行う労働者の健康確保対策の推
進に関する事項
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　ウ　作業の特性に応じた事項
　　（ア）�　粉じん障害防止対策の徹底に関

する事項
　　　　 a　「粉じん障害防止総合対策推

進強化月間」（ 9月 1日～ 9月
30日）を契機とした「第10次粉
じん障害防止総合対策」に基づ
く取組の推進

　　　　　⒜�　呼吸用保護具の適正な選択
及び使用の徹底

　　　　　⒝�　ずい道等建設工事における
粉じん障害防止対策

　　　　　⒞�　じん肺健康診断の着実な実
施

　　　　　⒟�　離職後の健康管理の推進
　　　　　⒠�　その他地域の実情に即した

事項
　　　　 b　改正粉じん障害防止規則に基

づく取組の推進
　　（イ）�　電離放射線障害防止対策の徹底

に関する事項
　　（ウ）�　「騒音障害防止のためのガイド

ライン」に基づく騒音障害防止対
策の徹底に関する事項

　　　　 a　騒音健康診断の実施
　　　　 b　聴覚保護具の使用
　　　　 c　騒音障害防止対策の管理者の

選任
　　（エ）�　「振動障害総合対策要綱」に基

づく振動障害防止対策の徹底に関
する事項

　　（オ）�　「情報機器作業における労働衛
生管理のためのガイドライン」に
基づく情報機器作業における労働

衛生管理対策の推進に関する事項
　　（カ）�　酸素欠乏症等の防止対策の推進

に関する事項
　　　　 a　酸素欠乏危険場所における作

業前の酸素及び硫化水素濃度の
測定の徹底

　　　　 b　換気の実施、空気呼吸器等の
使用等の徹底

　　（キ）�　建設業、食料品製造業等におけ
る一酸化炭素中毒防止のための換
気等に関する事項

　エ�　東日本大震災等に関連する労働衛生
対策の推進

　　（ア）�　東京電力福島第一原子力発電所
における作業や除染作業等に従事
する労働者の放射線障害防止対策
の徹底に関する事項

　　（イ）�　「原子力施設における放射線業
務及び緊急作業に係る安全衛生管
理対策の強化について」（平成24

年 8月10日付け基発0810第 1号）
に基づく東京電力福島第一原子力
発電所における事故の教訓を踏ま
えた対応の徹底に関する事項

　オ�　業務請負等他者に作業を行わせる場
合の対策

　　　　 a　安全衛生経費の確保等、請負
人等が安全で衛生的な作業を遂
行するための配慮

　　　　 b　その他請負人等が安全衛生に
係る事項を円滑に実施するため
の配慮
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広報

令和 5 年度建設荷役車両特定自主検査強調月間

「特自検の適正実施」を重点に
本年11月全国一斉に実施

主唱 建荷協　　　後援 厚生労働省・経済産業省　　　協賛 関係 7 団体

　今年で39年目を迎える「令和 5年度建設
荷役車両特定自主検査強調月間」は、
“ゼロ災害の意識を持って　特自検”をス
ローガンに、登録検査業者及び事業者にお
ける「検査の実施体制」及び「検査対象機
械の管理体制」の整備を促進し、特自検が
適正に実施されるよう、その周知・徹底に
努めることといたしました。
この月間は、厚生労働省・経済産業省後

援、中災防、建災防、陸災防、港湾災防、
林災防、建機工、産車協の関係 7団体の協
賛のもとに11月に全国一斉に展開されます。
各事業者の皆さまにおかれましては、本

運動の趣旨をご理解の上、強調月間の実施
事項を再確認されるようお願いいたします。

各事業者が行う実施事項
⑴�　登録検査業者及び事業内検査を行う事
業者は、それぞれの立場において次のこ
とを実施してください。
◦�「特定自主検査業務点検表」（次頁以
降掲載）及びその解説（11月号掲載予
定）［検査業者用又は事業内用］を使
用して、自社の特自検業務の実施体制・
検査者・検査機器・標章・台帳・記録
表等の管理が適正に行われているか、
業務点検を行ってください。
◦登録検査業者は、特自検の実施が定着
するよう顧客に対しPRを行ってください。

⑵�　フォークリフト・不整地運搬車、車両
系建設機械等を使用する事業者及びリー
ス・レンタル事業者は、それぞれの立場
において次のことを実施してください。
◦特自検が計画的に実施されているか確
認してください。
◦�特自検未実施機械がないか、標章の貼
付を確認してください。
◦�特自検記録表の検査結果とその補修措
置を確認してください。

実施にあたりご不明な点などございました
ら最寄りの当協会支部にご相談ください。
　なお、例年通り「令和 5年度特自検強調
月間」に際し、強調月間リーフレット（A 4

版）、ポスター（B 2版）等を制作します。
9月25日頃までに会員および会員の特自検
実施事業所にお送りさせていただきますの
で、是非とも掲示および広報賜りますよう
お願い申し上げます。令和 5年度強調月間リーフレット
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№ 判定

1

2

3 標章の払出や「標章受払簿」「標章貼付簿」等の管理をする標章管理者を選任している

教育記録表を作成し、社内及び建荷協の研修・教育等を検査者毎に管理している

教育内容 判定

＊ 検査者資格取得研修

＊ 能力向上教育

実務研修

安全教育

特定自主検査セミナー

6

7

*

10 * 機械等の種類ごとに検査者を配置してある 人数 判定

11 フォークリフト

12 不整地運搬車

13 車両系建設機械（整地・運搬・積込み用、掘削用及び解体用）

14 車両系建設機械（基礎工事用）

15 車両系建設機械（締固め用）

16 車両系建設機械（コンクリート打設用）

17 高所作業車

18 検査者の過去３年間の異動、退職等の経過を記録している

19 過去３年間の検査者の資格証の写しをファイルしている

20 検査資格者を明確にするために検査者標識（ワッペン、腕章等）を装着している

21 検査機器台帳を備えている

22 検査機器は１台以上保有し、検査者の人数に対して適正である

23 検査機器は整備され、いつでも使用できる状態にある
台数 判定 台数 判定 整備状況

①圧力計 ⑤油圧計

（ｺﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝｹﾞｰｼﾞ） ⑥電圧計

②回転計 ⑦電流計

③シックネスゲージ ⑧探傷器(又はｶﾗｰﾁｪｯｸ等)

④ノズルテスター ⑨磨耗ゲージ

Ⓒ2019　公益社団法人　建設荷役車両安全技術協会

検
査
機
器

整備状況

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用

ｶﾞｿﾘﾝ用

8
検査対象機械は、１年に１回（不整地運搬車は２年に１回）、定期に、漏れなく検査を
行っている

検
査
者

9
検査者名簿を備えている。（検査者名簿とは誰がどの資格を保有しているのか、機械等
の種類ごとに何名の検査者がいるのかを把握するためにまとめたもの）

機
械
の
管
理

5
自社の保有機一覧表を整備し、検査対象機械の名称、型式、製造番号、特定自主検査の
実施日等を分かりやすく記載している。

年間安全衛生計画の中で検査対象機械ごとに検査実施時期等を定めている

検査の実施状況を定期的に、チェックし、遅滞なく検査を実施している

組
織
・
管
理

体
制

特定自主検査業務全般を統括する責任者として、機械管理責任者を選任している

必要に応じて機械管理責任者を補助する、検査実施責任者を選任している

教
育

4

社
内
・
そ
の
他

建
荷
協

研修・教育

区分 項　目 備　考

ＢＰ-ＹＣ-０４-Ｂ

検査実施事業所名
点検責任者

職氏名

特特定定自自主主検検査査業業務務点点検検表表　[[事事業業内内用用]]

点検年月日 年　　　　　月　　　　　日
点検者
職氏名

　「＊」のある項目は法令・通達にて定められた項目。　判定欄には良の場合は「○○」、否の場合は「××」、該当しない項目は
「－－」をそれぞれ記入し、検査者の人数欄および検査機器の台数欄には数値をそれぞれ記入すること。

事業内検査を行う事業者は労働安全衛生法に基づき、自社における特定自主検査を適正に行わな
ければなりません。
この点検表は、自社で行っている特定自主検査業務が適正に実施されているかどうか、定期に、

自己点検をする為のものです。
特定自主検査が適正に行われるよう、常に心掛けていただくことはもちろんですが、この点検表

を使って、少なくとも年１回（例えば、11月の特定自主検査強調月間行事の一環として）、自社の
特定自主検査の実施状況をチェックしてください。点検の結果、不適正な項目がありましたら、直
ちに改善するようにしてください。
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№ 判定

24 標章管理者を定め、直接、受払・引当等の実務を行っている

25 標章受払簿を備えている

26 標章の貼付位置は適切である

27 標章受払簿の残数と現物が一致している

28 標章はロッカー等施錠設備のある箇所に保管している

29 年末残数の廃棄処理を適切に行っている

30 標章の受払は適正に記載されている

31 受入数、払出数、残数に差異がない

32 標章の受払都度、又は、月（週）毎等一定の期間単位で管理され、払出数が適切である

33 廃棄処理が適正に行われ、廃棄理由が明確になっている

34 ３年間保存している

35 標章番号順等系統的に記載されている

36 記載事項に漏れがない

37 再発行の場合、適用欄に旧標章番号を記載している。

38 標章番号に欠番はない

39

40

41 一人一日あたりの検査台数は適正である

42 ３年間保存している

43

44 * 記載事項に漏れはない

45 メーカー名、機械の種類、型式、性能及び製造年月日又は製造番号

46 * 特定自主検査実施年月日

47 * 特定自主検査を実施した者の氏名（有資格者である）が自署している

48 機械責任者名が自署している

49 * 検査箇所、検査内容等に記載漏れ・誤記はない

50 該当しない箇所は「該当なし（－）」が記されている

51 適切な検査機器を使用し、検査方法欄にチェックを記している

*

53

54 検査記録表、標章を再発行した場合の再発行申込書を一緒にファイルしている

55 定期自主検査指針および検査・整備基準値表を備付、これに基づき検査を実施している

56 * ３年間保存している

Ⓒ2019　公益社団法人　建設荷役車両安全技術協会

総
合
判
定

点検後、この点検表と改善結果は関係帳簿等と一緒に３年間保管して下さい。

57
検査業者が作成した特定自主検査記録表（検査結果証明書）を所定の年数（３年間）保
存している

58
検査業者による検査の結果、異常が認められた箇所は、補修その他必要な措置を講じ、
正常な状態に修復した上で標章を貼付している

帳

簿

等

標
章
受
払
簿

標
章
貼
付
簿

汚損、切取ミス等、使用不可能になった標章は、理由を記載し残余片を保管している

紛失した標章は、紛失理由を記載してある

特
定
自
主
検
査
検
査
記
録
表

特定自主検査記録表は、標章番号別、記録表発行番号順、検査年月日順等、系統的に全
てファイルされている

52
検査の結果、異常が認められた箇所は、直ちに補修その他必要な措置をとり、正常な状
態に修復している

未補修事項がある場合は補修を確認してから標章を貼付することとしている

注意　この検査業検査の欄は特定自主検査を検査業者に依頼している場合に記入して下さい
検
査
業
検
査

区分 項　目 備　考

検
査
済
標
章
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区分

№ 判定

1

2

3

4 本社の内部監査を年１回以上定期的に実施し、結果を保存している

5

6

＊

教育記録表を作成し、社内及び建荷協の研修・教育等を検査員毎に管理している

教育内容 判定

＊ 検査業者検査員資格取得研修

＊ 能力向上教育

実務研修

安全教育

特定自主検査セミナー

9

10 ＊

11

12

13

14 検査員名簿を備えている

＊ 機械等の種類ごとに有資格者が２人以上いる 人数 判定

フォークリフト

不整地運搬車

車両系建設機械（整地・運搬・積込み用、掘削用及び解体用）

車両系建設機械（基礎工事用）

車両系建設機械（締固め用）

車両系建設機械（コンクリート打設用）

高所作業車

16 検査員の過去３年間の異動、退職等の経過を記録している

17 過去３年間の検査員の資格証の写しをファイルしている

18 検査資格者を明確にするために検査員標識（ワッペン、腕章等）を装着している

19 業務規程を検査事務所に備え、関係者に周知している

20 ＊ 業務規程に定めた下記事項に基づき業務を行い、業務規程と実際の業務に相違がない

21 ・各検査事務所（統括責任者、所在地・電話番号・郵便番号）

22 ＊ ・特定自主検査を行うことができる機械等の種類

23 ＊ ・検査料の額及び収納方法に関する事項

24 ＊ ・特定自主検査記録表（検査結果証明証）の発行に関する事項

25 ＊ ・特定自主検査の業務に関する帳簿の保存に関する事項

26 ＊ ・休日、営業時間、検査場所

27 ＊ ・出張検査の要領

28 ・検査済標章の発行及び管理

29 ・記録表（検査結果証明証）、検査済標章の再発行
＊

年　　　　月　　　　日　

ＢＰ-ＹＣ-０２-Ｃ特特定定自自主主検検査査業業務務点点検検表表　[[検検査査業業者者用用]]

登録番号 第　　　　　号 本社 ・ 検査事務所
点検責任者

職氏名

検査業者名 点検年月日

検査事務所名
点検者
職氏名

　「＊」のある項目は法令・通達にて定められた項目。　判定欄には良の場合は「○○」、否の場合は「××」、該当しない項目は
「－－」をそれぞれ記入し、検査員の人数欄および検査機器の台数欄には数値をそれぞれ記入すること。

区分 項　目 備　考

組
織
・
管
理

体
制

本社において特定自主検査業務を統括する責任者を選任している

検査事務所毎の検査員は指名され、配置状況が管理されている

検査事務所に対する内部監査を年１回以上定期的に実施し、結果を保存している

検査事務所における検査実施状況を把握している

各検査事務所において特定自主検査業務を統括する責任者を選任している

報
告

7
特定自主検査実施状況報告書を労働局長（大臣登録検査業者にあっては厚生労働大臣）
に提出している（４月１日～翌３月３１日の状況について、４月３０日迄に報告している。）

教
育

8

社
内
・
そ
の
他

建
荷
協

研修・教育

掲
示

最新の検査業者登録証写しを依頼者に見やすい場所に掲示している

検査業者の氏名若しくは名称又は住所、代表者の氏名、特定自主検査を行うことができ
る機械等に変更はない
検査料金を依頼者に見やすい場所に掲示している

検査業者であることを示す銘板等を見やすい場所に掲示している

検査員を一覧表等にして掲示し明確にしている

検
査
員

15

登録の有無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

業
務
規
程

30
業務規程の変更を行った際、業務規程変更報告を労働局長（大臣登録検査業者にあって
は厚生労働大臣）に報告している

Ⓒ 2019 公益社団法人　建設荷役車両安全技術協会

有 ・ 無
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№ 判定

31

32 ＊ 検査機器は１台以上保有し、検査員の人数に対して適正である

33 検査機器は整備され、いつでも使用できる状態にある
台数 判定 台数 判定 整備状況

①圧力計 ⑤油圧計

（ｺﾝﾌﾟﾚｯｼｮﾝｹﾞｰｼﾞ） ⑥電圧計

②回転計 ⑦電流計

③シックネスゲージ ⑧探傷器(又はｶﾗｰﾁｪｯｸ等)

④ノズルテスター ⑨磨耗ゲージ

34 標章管理者を定め、直接、受払・引当等の実務を行っている

35 標章受払い簿を備えている

36 標章の貼付位置は適切である

37 標章受払簿の残数と現物が一致している

38 標章はロッカー等施錠設備のある箇所に保管している

39 年末残数の廃棄処理を適切に行っている

40 標章の受払は適正に記載されている

41 受入数、払出数、残数に差異がない

42 標章は受払都度、又は、月（週）毎等一定の期間単位で管理され、払出数が適切である

43 廃棄処理が適正に行われ、廃棄理由が明確になっている

44 ＊ ３年間保存している

45 証明書発行番号、標章番号等、系統的に記載されている

46 記載事項に漏れがない

47 標章払出後、長期間未記載（仕掛り）のものがない

48 検査記録表、標章を再発行した場合、再発行年月日を適用欄に記載されている

49 再発行の場合、再発行受領書を受領している

50 検査料金は業務規程どおりである

51 一人一日あたりの検査台数は適正である

52

53

54 ＊ ３年間保存している
55

56 記載事項に漏れはない

57 ＊ 特定自主検査を受けた者の氏名・名称及び住所

58 ＊ メーカー名、機械の種類、型式、性能及び製造年月日又は製造番号

59 ＊ 特定自主検査実施年月日

60 ＊ 特定自主検査を実施した者の氏名（有資格者である）が自署している

61 検査事務所責任者名が自署している

62 ＊ 検査箇所、検査内容等に記載漏れ・誤記はない

63 該当しない箇所は「該当なし（－）」が記されている

64 適切な検査機器を使用し、検査方法欄にチェックを記している

65 ＊ 補修等が必要と認められる場合、検査依頼者への連絡等措置の状況を記載している

66

67 記録表、標章を再発行した場合の再発行申込書を一緒にファイルしている

68 定期自主検査指針および検査・整備基準値表を備付、これに基づき検査を実施している

69 ＊ ３年間保存している

70 作業日報と記録表（検査結果証明証）で検査員および検査日が一致している

71 ３年間保存している

区分 項　目 備　考

ｶﾞｿﾘﾝ用

検
査
済
標
章

帳

簿

等

標
章
受
払
簿

特
定
自
主
検
査
台
帳
・
検
査
料
収
納
簿

汚損、切取ミス等、使用不可能になった標章は、理由を記載し残余片を保管している

紛失した標章は、紛失理由を記載してある

検
査
機
器

検査機器台帳を備えている

整備状況

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ用

点検後、この点検表と改善結果は関係帳簿等と一緒に３年間保管して下さい。 Ⓒ　2019 公益社団法人 建設荷役車両安全技術協会

特
定
自
主
検
査
検
査
記
録
表
（

検
査
結
果
証
明
証
）

特定自主検査記録表(検査結果証明書)の控は月別、証明書発行番号順等、系統的にファ
イルされている

未補修事項がある場合は事業者が補修してから標章を貼付するように要請している

日
報

総
合
判
定
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1．�特自検検査料金の代理請求につ
いて

Q�1 ：登録検査業者Bと常時取引のある
事業者Aの車両がBの検査管轄外である
Y地区で稼働しており、特自検実施時
期が到来しました。
　�　事業者Aは、検査業者Bに特自検の依
頼をしましたが、Y地区は遠隔地であり、
Bが実施できないため、Y地区の知り合
いの登録業者Cに代行検査を依頼しま
した。
　�　AとCは取引経歴がないため、検査料
金はCからB経由でAに請求され、支払
いもAからB経由でCに支払われました。
　�　この場合の注意すべき点は、どんな
ことでしょうか。

A 1：特自検実施義務者（事業者）Aと特自
検実施業者Cとの間に第三者Bが介在す
ると、検査料金の値引きや中間搾取等
が懸念されるため、例えば次の条件を
みたすことが望ましいと考えられます。

　  1）�Bが登録検査業者でAと常時取引し
ていることが認められること。

　  2）�A）�A）� の特自検実施を、BからCに依頼
することをAが承知していること。

　  3）�CからBへの検査料金が、Cが業務
規程に定める金額であること。

　  4）�BからAへの検査料金請求金額は、B

が業務規程に定める金額ではなく、
3）と同額であること。

　　�　従って、特自検業務は事業者Aと特自
検実施業者Cとの間で行われており、登
録検査業者Bは、検査の依頼と検査料金
の収受を代行したことになります。これ
を図示すると以下のようになります。

　皆様から建荷協にお寄せいただいた「特定自主検査業務に関わる質問」の中より、重
要なもの、繰り返しいただいたもの等をQ&Aの形で紹介しています。
　より適正な検査の実施および信頼される特自検管理業務の参考にしていただければ幸いです。

特自検Ｑ＆Ａ
建設荷役車両安全技術協会　本部

第21回

広報



SACL （ 34 ） 第 45巻 267号（2023. 9 ）

342

　　�　次に業務処理方法としては、例えば、
　  1）�Cが発行する特定自主検査記録表の

「使用者住所氏名又は名称」欄及び
Cの特自検台帳の「検査依頼会社
名」欄には、事業者Aを記載する
こと。

　　　　�また、摘要欄に検査業者Bを記載し、
代理請求であることを明記してお
くこと。

　  2）�検査済標章は、Cが検査実施日等を
記入し、特定自主検査記録表とと
もに検査結果をAに報告し、手渡す
こと。

　  3）�検査実績は、Cの実績とすること。
　  4）�CはBがAがAが に請求した請求書のコピー

を受取り、Cの業務規程通りにAに
請求されている確証を保存してお
くこと。

　　�　などが考えられます。

2．検査実施日について

Q�2 ：特自検を前倒しで実施した場合、記
録表には、自動車の車検と同じように前年
度と同じ検査実施日にして良いでしょうか。

A 2：記録表に記入する検査日は、必ず、実
際に検査を実施した年月日を記入して
下さい。

　　�　参考に、安衛則第151条の23を下記に
示します。

（定期自主検査の記録）
　第151条の23　事業者は前 2条の自主検
査を行なったときは、次の事項を記録し、
これを 3年間保存しなければならない。
　一　検査年月日
　二　検査方法
　三　検査箇所
　四　検査の結果
　五　検査を実施した者の氏名
　六　�検査の結果に基づいて補修等の措

置を講じたときは、その内容

��註�：回答中の枠囲みは　法令　を示します。註�：回答中の枠囲みは　法令　を示します。

特自検に係るご質問をお待ちしています。

質問が採用された方には、薄謝を進呈します。

質問は以下の方法でお寄せ下さい。

•メールにて（E-mail：koho@sacl.or.jp）

• FAXにて（FAX：03-3221-3665）
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【分類】　�起 因 物：フォークリフト　事故の型：墜落・転落

1－1　どんな危険が潜んでいるのでしょう…（この状況で予知される災害は？）

　ピッキングフォークリフト（運転席が荷台装置とともに昇降して荷物を出し入
れするフォークリフト）のフォークを約2.8mまで上昇させ、倉庫棚から商品を
取り出そうとしています。

1 . 車両系荷役運搬機械の災害事例

　車両系荷役運搬機械および車両系建設機械・高所作業車（特自検対象機械）の労働災害
事例について、災害発生前と発生後をイラストにして説明しています。職場の皆様でご覧
になり、安全作業、危険予知活動等にご活用ください。

イラスト災害事例

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例
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1－2　どうすれば防げるでしょうか…（こんな災害が発生しました）

　取り出し作業中に、バランスを崩して地上まで墜落し、頭部を損傷しました。

【災害発生防止のポイント】
●�運転台の手すりは確実に使用し、高所作業の場合は、保護帽（ヘルメット）を
着用し、墜落制止用器具（※）を使用する。
●�運転台から他の構造物（倉庫棚等）への乗降は行わない。

　※�墜落制止用器具はフルハーネス型が原則となりますが、フルハーネス型の着
用者が墜落時に地面に到達するおそれのある場合（高さが6.75m以下）は
「胴ベルト型（一本つり）」を使用できます。

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例
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【分類】　起 因 物：高所作業車　事故の型：その他

2－1　どんな危険が潜んでいるのでしょう…（この状況で予知される災害は？）

　ゴルフ場の改修工事において、高所作業車（トラック型・伸縮ブーム）に作業
者 2人が乗り込み、工事予定箇所の樹木を伐採しています。該当箇所伐採後、
次の作業に移るため、旋回しようとしています。
　なお、高所作業車と樹木の間には鉄道の送電線（66,000V、推測高さ8.4m）が
通っています。

2 . 車両系建設機械等の災害事例

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例
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2－2　どうすれば防げるでしょうか…（こんな災害が発生しました）

　旋回したところ、高所作業車のバスケットが誤って送電線に触れ、作業者 2
人が感電しました。

イ
ラ
ス
ト
災
害
事
例

【災害発生防止のポイント】
●�事前に所管の電力会社に相談して、
作業計画を立てること。また作業指
揮者に、その計画に基づき作業の指
揮を行わせること。
●�送電線の近くで作業をするときは、
クレーン等に準じ、送電線から安全
離隔距離を確保すること。 （提供 ： 東京電力ホールディングス）

参考：安全離隔距離の例 （東京電力パワーグリッド㈱の例）
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技術解説

新型ミニショベル7型シリーズの開発
中田　信也＊

1．はじめに
　この度、当社のミニショベルとしては約
9年ぶりとなる後方小旋回機のモデルチェ
ンジを行い、2023年 5月から販売を開始し
た。当社 7トン、13トンクラスの重機ショベ
ルと同じく「Performance X Design」をコ
ンセプトに従来機から好評である諸元・機
能を踏襲し、昨今求められるCO2排出削減
とストレスなく快適に運転頂ける機械とし
て開発を行った。
　今回、この 7型シリーズ「SK55SR-7、
SK45SR -7、SK35SR -7、SK30SR -7」
の新規搭載機能と特長について説明する。

2．新規搭載機能の概要
1）エアコンディショナー（エアコン）
　従来機同様にキャビン仕様ではエアコ
ンが標準装備される。オペレータの全身
を包み込む快適なエアーが供給できるよ
うに吹き出し口をシート前方に加え、

シート後方にも設置。また、右窓及び後
方窓下へも吹き出し出し口を設け、欧州
規格にも適合したデフロスタ機能を確保
した。また、エアコン操作パネルを大型
にし、バックライトを設けることで視認
性と操作性を向上させた。

2）オートデセル、低燃費モード
　電子制御エンジンの採用に伴いアクセル
コントロールは従来のレバー式からダイヤ
ル式へ変更することでエンジン回転調整の
操作性向上を図った。それらに合わせ、以
下の機能を設定。
　作業現場での機械待機時の燃料消費と騒
音削減のため、オートデセル機能を設定。
4秒間レバー操作が無かった場合、エンジ
ン回転をローアイドルへ抑える。また、レ
バー操作が入るとスムーズにエンジン回転を
初期の設定回転まで復帰させる。デセル機
能の活用により、エンジン回転ハイアイドル

＊コベルコ建機株式会社　技術開発本部　ショベル開発部　小型ショベル開発グループ長

エアコン吹き出しイメージ

エアコン操作パネル
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時に対してSK55SR-7で30%、SK35SR-7

で40%の燃料消費に抑えることができる。
　また、低燃費モードは運転席前方にあ
るカラーマルチディスプレイ上のボタン
で容易に選択でき、燃費消費を抑えなが
ら作業量を大きく損なわないエンジン回
転数へ制限を行う。低燃費モードにより
エンジン回転ハイアイドル時に対して
SK55SSR-7，SK35SR-7共に75%の燃
料消費に抑えることができる。

3）流量調整機能
　多用な作業内容に応じて、油圧フォーク
やニブラといったようなバケット以外の各
種アタッチメントが装着される。その場合、
アタッチメントと母機側とのマッチングに
より作業内容やオペレータの好みに対して
作業スピードがマッチしない状況が発生
する。ハンドコントロールプロポーショナ
ルレバー（HCPレバー）仕様において、
カラーマルチディスプレイ上で流量レベル
を設定し、各種アタッチメントの作動速度
を変更、登録できる機能（ 6パターンま
で登録可能）を設定。メインコントロール
バルブ内のスプールのストローク量を電磁

比例弁にて制限することにより流量をコン
トロールしている。

4）パスワードエンジンスタート
　作業期間中に作業現場に機械を保管さ
れる場合やレンタル機として管理されて
いる場合など、機械盗難に対するセキュ
リティー強化を望まれるユーザー様に対
して、 4桁の暗証番号を設定し、適合し
た暗証番号でなければエンジンが始動し
ない機能を設定。本機能はカラーマルチ
ディプレー上で視認しながら複雑な操作
なく設定することができる。

5）クレーン仕様のワンタッチフック
　クレーン機能使用時はバケットリンク
に収納されたクレーン用フックを引き出
し、未使用時は格納する。従来機では
フックの格納時、専用ピンで固定してい
たが、ピンの脱落や紛失によりフックが
格納できないまま通常の掘削作業が行わ
れ、フックが破損する事例もあった。ま

カラーマルチディスプレイ
オートデセル／低燃費モードスイッチ

流量調整画面 HCPレバー

パスワード入力画面
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た、オペレータも専用ピンの脱着が伴う
ためフック引き出しや格納作業の煩わし
さを感じていた。
　それらを解消するために、ワンタッチ
でフックの引き出しと格納ができる構造
を採用。フック引き出し時はレバーを押
しロックを解除、格納時はバケットリン
ク内へ押し込むだけでロックされる。

3．SK55SR -7 ／SK45SR -7
の特長
　本モデルは、重機ショベルから展開した
騒音低減とメンテナンス性に優れたエンジ
ン冷却システムiNDr（Integrated Noise & 
Reduction cooling system）を従来機から
踏襲し搭載。静かな住宅地での稼働音や解
体作業など粉塵が多い現場などでの冷却器
のメンテ性において高い評価を得ているこ
とから継続採用した。また、後端半径を車
幅10%まで拡大したことによる優れた安定
性、吊り能力、クラストップクラスの作業
範囲も従来機から維持。
　今回、上記従来機の好評な点を維持する
中、さらに作業性能の向上を図るため、メ
インコントロールバルブ内のスプール開口
を含めた油圧回路の最適化を行い、掘削動
作時の動力ロスを軽減することで、当社試
験方式にてサイクルタイム（掘削→旋回→

排土→復帰）が従来機比で4.2～4.4%早くな
り、作業効率UPへ繋がることとなる。ま
た、走行配管の圧損低減と走行ユニットの
変更により、平地速度でSK55SRが12%、
SK45SRが 5 %、登坂速度で10%の向上を
図っている。
　また、キャビン仕様ではスクエア形状に
よるゆとりある室内空間を確保しながら、
従来機からワイパー位置の見直しや天窓の
拡大による視界性UPに加え、右窓を前後
スライドサッシュとすることで機械周囲作
業者とのコミュニケーションがとり易くな
るなど、細かな点において安全性と快適な
運転空間を提供する。

クレーンフックの格納

SK55SR-7 　外観 （キャノピ仕様）

iNDr概略図 キャブ仕様視界
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4．SK35SR -7 ／SK30SR -7
の特長
　本モデルは、SK55SR,SK45SR同様に自
社独技術であるエンジン冷却システムiNDr

を従来来機から踏襲し搭載。
　ゼロテールである後端半径や作業範囲は
従来機から変更なく、作業性をキープし、
更にバケットシリンダのサイズUPにより、
バケット掘削力を従来機比16%向上させ、
よりスムーズな掘削作業を可能にした。
　また、キャビン仕様では、従来のスライ
ド方式のドアからヒンジ式のドアへ変更し
乗降間口面積を従来機比で約25%UPさせ、
作業現場で頻度の多い乗降時のストレス軽
減へ繋がっている。
　さらに、ゴムクローラ装着時の地面とのスプ
ロケット浮き量を低減することで接地長を延長
し、縦方向の動安定性の改善を図っている。な
お、スプロケット高さは鉄クローラ装着時の走
行振動悪化に繋がらない、最適値を選定した。

5．解体仕様の概要
　本モデルでは、解体をはじめとする過酷
な作業現場にマッチした解体仕様機として

S355SR-7 　外観 （キャノピ仕様）

キャブ  新型機 7 型 従来機 6 型

表 2 　SK35SR/SK30SR-7 　主要諸元

表 1 　SK55SR/SK45SR-7 　主要諸元
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SK55SRD、SK45SRD、SK30SRDの 3機種
を新規設定。
　解体仕様機では標準機をベースに強度・耐
久性の向上と運転席の安全性向上を図ってい
る。作業装置においては、バケット、アーム、
ブームへ補強材の追加による強化と各種シリン
ダへはロッド保護カバーを装着。また、下部走
行体のアンダカバーも標準仕様の1.5倍の板厚
へ強化することで、走行時の下部からの突き上
げ等に対する損傷防止へ貢献している。

　運転席に対しては、解体作業時のガラ飛散
からオペレータを保護するために、前方視界
を妨げにくい格子ガードをキャノピ仕様、
キャブ仕様ともに装備。従来標準機でも設定
のあった目の細かい網ガードも選択可能。

6．おわりに
　重機ショベルメーカーとしての技術力を
駆使した開発に固執することなく、お客様
の声を十分に吸い上げ、その中からミニ
ショベルならではの本質的な機械要件を創
出、機械性能や機能によらない更なる価値
を創造し、提供できるように取り組んでい
きたい。そして、更なる高い価値の商品や
環境に配慮した商品の開発を進めること
で、ますます厳しくなる社会環境への要請
に応えていく所存である。

ブーム補強 下部アンダカバー強化

シリンダカバー （アーム、 バケット）

格子ガード

アーム補強 （上下）

SK55SRD-7 　解体仕様 外観

SK30SRD-7 　解体仕様 外観
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みんなが知っておきたい！
インボイス制度と改正電子帳簿保存法

税理士・中小企業診断士　　根津　信之

第7回（終）

1．はじめに
　今回は第 7回、最終回となります。今回
は最終回ですので、インボイス制度と改正
電子帳簿保存法をまとめてご説明いたし
ます。

2．インボイス制度
⑴　概要
　�　インボイス制度とは、令和 5年10月 1

日から始まる消費税に関する新しい制度
です。

　�　インボイスとは、 6つの必要事項を記
載した領収書・請求書等のことで、買手
が消費税の計算において、控除をするた
めに必要となる書類のことです。

　�　インボイスを発行するには、事前に国
税庁に申請をし、国税庁からTから始ま
る登録番号を発行してもらわなければな
りません。
　�　インボイス登録をした場合には、消費
税の免税制度が適用されなくなり、（前々
年の）売上が1,000万円以下であっても消
費税を国に申告・納付する必要がでてき
ます。

　�　つまり、今まで消費税を国に支払って
いない免税事業者が、売上先にインボイ
スを発行することは、消費税の負担が増
加することになります。
　�　一方で、買手（原則課税事業者の場合）
からするとインボイスを仕入先等から発
行してもらえない場合には、消費税の控
除が一部できず、国に納付する消費税の
負担が増加します。
　�　つまり、この制度の大きな問題は、イ
ンボイス制度が始まると、免税事業者
（売手）と原則課税事業者（買手）が取
引すると、どちらかの消費税の負担が増
加することです。
⑵　インボイスの記載事項
　�　インボイスは、請求書・領収書・納品
書などが該当し、消費税の控除に必要な
ものです。
　�　インボイスに記載しなければならない

6つの項目は、以下の通りです。従来の
領収書等と大きく異なるのは、「インボ
イス登録番号」を記載することと「消費
税額等」の端数処理が 1回になったこと
です。

　261号（2022- 9 月）から開始した連載講座「みんなが知っておきたい！インボイス制度と
改正電子帳簿保存法」が、本号で第 7回（最終回）を迎えました。根津様には、お忙しい中
ご執筆いただき、改めて御礼申し上げます。
　最終回は、いよいよ本年10月より施行される「インボイス制度」、 2年間の猶予期間を経て
令和 6年 1月より義務化される「改正電子帳簿保存法」についてのまとめとなります。
　ご不明な点は第 1回～ 6回も併せてお読みいただき、両制度に対し、万全の準備を整えてい
ただければ幸いです。
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　�　インボイスの交付に当たってはいくつ
か注意すべき点があります。
　�　一つ目はインボイス登録をしていない
者が虚偽の登録番号を記載し、インボイ
スに似た書類を発行すると罰則があるこ
とです。インボイス登録をしない場合に
は、インボイス以外の「登録番号」を領
収書等に記載しないようご注意ください。
　�　二つ目は、誤ったインボイスを発行し
た場合には、修正するのではなく、再発
行が必要になることです。そのため、で
きるだけ手書きのインボイスの発行を少
なくした方が良いでしょう。手書きのイ
ンボイスを発行しなければならない場合
には、登録番号などインボイスに必要な
項目を印字したものを使うか、ゴム印な
どを使って誤りのないインボイスを作成
するようにしましょう。
⑶　インボイス登録の必要性
　�　インボイス登録するかどうかの判断は
　　①　自社の消費税負担の増加金額
　　②　�売上先がインボイスを必要として

いるか
　�　となります。

　�　自社が消費税を申告している場合に
は、インボイス登録によるデメリットは
ほとんどないことから、インボイス登録
を行いましょう。自社が消費税の申告・
納付をしていない場合にはインボイス登
録による消費税負担の増加額の確認と、
自社の売上先がインボイスを必要として
いるかどうかを確認しましょう。

　�　消費税の負担の増加の影響を試算する
ことも重要で、 2割特例を適用できる事
業者であれば消費税の負担はそれほど大
きい金額にはなりませんが、 2割特例が
適用できなくなる後の事も考え、将来の
消費税の負担金額も確認しましょう。

　�　また、インボイス登録をしない場合に
は、今後、自社の売上が大きく減少する
可能性も否定できません。そこで売上先
がインボイスを必要としているかどうか
を確認する必要があります。自社の売上
先が消費者の場合にはインボイス登録は
不要となりますが、自社の売上先が事業
者の場合には、インボイスの発行が必要
となるケースが多くなります。

　�　ただし、売上先が事業者であっても、
売上先の消費税の計算方法によっては、
インボイスが必要ないケースもあります。
実際にはインボイスが必要となるかどう
かは、売上先に確認をしなければわかり
ませんから、自社の主要な売上先に確認
をすると良いと思います。一般的に自社
の「売上先の会社規模が大きい」場合に
はインボイス登録する必要性が高くなり、
「売上先の会社規模が小さい」場合にはイ
ンボイス登録の必要性は低くなります。
⑷　インボイス登録しなくてよい場合
　�　自社の売上先が以下のいずれかの場合
にはインボイス登録が不要となります。

【インボイスに記載が必要な 6項目】
①　�インボイス発行事業者の氏名又は
名称及び登録番号

②　取引年月日
③　�取引内容（軽減税率の対象品目で
ある旨）

④　�税率ごとに区分して合計した対価の
額（税抜き又は税込み）及び適用税率

⑤　�消費税額等（端数処理は一請求書
当たり、税率ごとに1回ずつ）

⑥　�書類の交付を受ける事業者の氏名
又は名称
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　　①　消費者
　　②　簡易課税を採用している事業者
　　③　 2割特例を採用している事業者
　　④　免税事業者
　　⑤　�取引が10,000円以下、かつ、売上

1億円以下の事業者
　�　ただし、インボイス登録をしない場合に
は新規の取引がしにくくなると思います。
⑸　インボイス登録をしない場合
　�　上記のように、自社の売上先が簡易課
税や 2割特例を採用する事業者又は免税
事業者の場合には、インボイス登録をし
ないケースも考えられます。

　�　この場合には、インボイス導入当初は、
インボイス登録をしなくとも問題は生じ
ません。しかし、インボイス登録をして
いないことによって、契約に至らない
ケースも考えられます。

　�　インボイス導入当初は、免税事業者へ
支払った消費税の20％分が控除不可とな
り、それほど大きな金額にはなりません。

　�　しかし、令和 8年10月には免税事業者
へ支払った消費税の50％が控除不可、さ
らに、令和11年10月には免税事業者へ支
払った消費税の全額が控除不可となり、
インボイス導入から年月が経過するとと
もに原則課税事業者の消費税の負担が段
階的に増加しコストアップが大きくなっ
ていきます。

　�　つまり、時間が経過するほど免税事業
者は原則課税事業者と取引することが難
しくなっていきます。

　�　将来、どのタイミングでインボイス登
録を行うか、もしくはずっと行わないの
か、インボイスによる税金の増加部分を
どうするかなど、自社の主要な売上先と
長期的な視野に立って話し合いを進めて

いきましょう。
⑹　インボイス登録後の対応
　�　インボイス登録した場合の対応は、イ
ンボイスを発行する側（売手）としての
対応と、インボイスをもらう側（買手）
としての対応の二つがあります。

【インボイスを発行する側（売手）の対応】
　インボイスを発行するためには、領収書・
請求書等について、前述した 6つの項目を記
載できるよう様式を整備することが必要です。
　インボイスの発行については、消費税の
計算方式とは関係なく、自社が原則課税、
簡易課税、 2割特例のどの計算方法をとる
場合でも同じです。
　ポイントは、間違いなく正確に、かつ、
6つの項目をもれなく記載したインボイス
を発行することです。
【インボイスの例】

【インボイスをもらう側（買手）の対応】
　インボイスもらう側の対応は、「消費税計算
を何で行うか」によって大きく変わってきます。
　①　原則課税の場合
　②　簡易課税又は 2割特例の場合
　上記の二つにグループによって対応すべ

出典 ： 国税庁　適格請求書等保存方式の概要

　　　　 －インボイス制度の理解のために－
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き項目が異なります。
　①　原則課税の場合
　　a．�仕入先・経費の支払先からインボ

イス番号を収集
　　b．�収集したインボイスについて、会計シ

ステム等でインボイス番号を確認し
つつ帳簿を作成、消費税計算を行う

　　c．�会計処理・税務処理の複雑化に対
し、経理担当等のスキルの向上や必
要に応じて税理士と協力し対応

　②　簡易課税又は 2割特例の場合
　　�　この場合には、原則課税の場合のよ
うに「インボイスの収集」や「インボ
イス番号が正しいかどうか」の確認は
必要ありません。「会計処理の複雑化」
もないため、対応が原則課税に比べる
と大幅に簡単になります。

⑺　消費税計算の 3つの方法
　①　原則課税
　　�　売上にかかる消費税から仕入や経費
にかかる消費税を差引いて、国に納付
する消費税を計算する方法です。

　　�　売上よりも仕入や経費が多い場合に
は、消費税の還付が受けられますが、
会計処理・税務処理が非常に複雑です。

　②　簡易課税
　　�　売上に係る消費税に業種ごとに異な
る一定の割合（90％～40％）を乗じた
金額を控除した残りの金額を、国に納
付する計算する方法です。

　　�　前々年の売上が5,000万円以下の場合に
選択できる制度ですが、届出が必要です。

　　�　また、売上よりも仕入や経費が多く
ても消費税の納付が必ず発生し、還付
を受けることはできません。

　③　 2割特例
　　�　売上に係る消費税の20％分につい

て、消費税を国に納付する方法です。
　　�　免税事業者がインボイス登録をした
場合（前々年の売上が1,000万円以下）
にのみ選択できる制度です。

　　�　簡易課税と同様、売上よりも仕入や
経費が多くても消費税の納付が必ず発
生し、還付を受けることはできません。

　　�　また、適用期限があり、およそ 3年
間分の申告にしか使用できません。

　　※�例えば個人事業の場合には令和 8年
12月分までの消費税申告にしか適用
できません。

⑻　消費税の計算方法のまとめ
　�　消費税計算にかかる事務の手間やインボ
イスの収集の労力は大きいものとなります。
また消費税の還付の有無等を考え、原則課
税や簡易課税、 2割特例を選択しましょう。

⑼　価格交渉などの注意点
　�　原則課税事業者の場合、仕入先等がイ
ンボイス登録をしない場合には、コスト
アップにつながることとなります。しか
し独占禁止法等、注意しなければならな
いことがあります。
　①　�一方的に消費税分は払わないと通知

する。

原則課税 簡易課税 2割特例

売上 制限なし 5,000万円
以下

1,000万円
以下

消費税の
還付 できる できない できない

計算の
難易度 難しい 簡単 非常に簡単

インボイ
スの収集 必要 いらない いらない

インボイ
スの発行 できる できる できる

適用期間 期限なし 期限なし 令和 5年～
令和 8年
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　②　�取引後にインボイスの未登録がわ
かったため値引き要請をする。

　③　�インボイスの登録要請をしながら価
格交渉に応じない。

　�　これらは、独占禁止法や下請法等にお
いて、問題となるケースがありますので、
注意しましょう。

3．改正電子帳簿保存法の義務規定
⑴　電子取引にかかるデータ保存とは？
　�　令和 4年 1月 1日以降、電子取引につ
いては、電子データで保存する必要があり
ますが、現在は猶予措置がある状態です。
　�　令和 6年 1月1日以降は電子取引が行わ
れた場合には、電子取引については、電子
データで保存することが必要となります。
　�　電子取引とは、
　 • インターネットバンキングの利用
　 • �電子メールにより領収書等をPDFファ

イル等で送受信する取引
　 • �ウェブサイトからダウンロードした請求

書や領収書等のデータを収受する取引
　�　などが該当します。
　�　これらの電子取引があった場合には、
その電子取引に係る
　 • 領収書
　 • 請求書
　 • 契約書
　 • 納品書
　 • 見積書など
　�　について、印刷して保存するだけでは
税法における保存の要件を満たしません。
　�　これらは、メールや領収書等について、
紙を経由しないで、メールやPDFファイルな
どの電子データで保存する必要があります。
⑵　データ保存の方法
　�　電子データの保存方法と要件は、事業

者の前々年の売上高等によって変わって
きます。
　①　�前々年の売上が5,000万円以下の事

業者
　　a．�電子取引にかかる電子データにつ

いて、データとして保存
　　b．�ディスプレイ等の備え付け
　　c．�データの改ざん防止の措置を行う
　　d．�電子データについて税務職員のダ

ウンロードの求めに応じる
　�　税務職員のダウンロードの求めに応じな
い方法も考えられますが、応じない場合に
は、検索機能を確保しなければなりません。
　�　この場合、文書管理ソフト等を使用す
るか、ファイル名に、日付、金額、相手
先の業者名を付け保存する等、コスト・
事務手間がかかることとなります。
　�　そのため、ここではダウンロードの求
めに応じる方法をご紹介しています。
　②　�前々年の売上が5,000万円を超える事

業者で検索機能の確保を行う場合
　　a．�電子取引にかかる電子データにつ

いて、データとして保存
　　b．ディスプレイ等の備え付け
　　c．検索要件を確保
　　d．データの改ざん防止措置を行う
　③　�前々年の売上が5,000万円を超える

事業者で出力書面を整理する場合
　　a．�電子取引にかかる電子データにつ

いて、データとして保存
　　b．ディスプレイ等の備え付け
　　c．出力書面を日付・取引先ごとに整理
　　d．データの改ざん防止措置を行う
　　e．�電子データについて税務職員のダ

ウンロードの求めに応じる
　④　税務署長がやむを得ないと認める場合
　　a．�電子取引にかかる電子データにつ
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いて、データとして保存
　　b．�電子データについて税務職員のダ

ウンロードの求めに応じる
　　c．出力書面を保存、提示
　�　すべてに共通しているのは、
　 • �電子取引については電子データで保存

すること
　 • ディスプレイ等を備え付けること
　 • データの改ざん防止措置を行う
　�　この 3点になります。
　�　このうち、データの改ざん防止措置は、
国税庁のウェブサイトより「電子データ
の訂正削除の防止に関する事務処理規
程」をダウンロードし、自社に状況に応
じて修正し作成することで対応できると
思います。
　�　売上が5,000万円を超える場合には、電
子取引について、①印刷して業者ごとな
どきちんと整理しておく、もしくは②電
子データを検索できるようにしなければ
なりません。（検索機能の確保）
　�　この検索機能の確保の要件を満たすの
に、手っ取り早いのは文書管理ソフトを
使用することです。
　�　この文書管理ソフトは有料のものが多い
ですが、手間などを省くことができます。
　�　また、従来紙で保存していたスキャナ
保存の要件を満たすケースも多く、業務
の合理化を図るため導入を検討してもよ
いでしょう。

4．おわりに
　インボイスと改正電子帳簿保存法は、中小
企業にとっても影響の大きい制度になります。
　ほとんどの事業者の方は2023年の年末か

ら年始にかけ、対応しなければならない
ケースが多くなると思います。
　インボイスへの対応は、特に原則課税を
選択した会社の場合などは、在庫管理ソフ
トや会計ソフトなどでIT化を進めていかな
ければ対応が難しい部分があります。
　さらに今後は、発注から支払、会計など
一連の作業が自動化されるデジタルインボ
イスが本格的に普及することが想定されま
す。このデジタルインボイスの普及に伴い、
デジタルインボイスにも対応する必要がで
てくるでしょう。
　改正電子帳簿保存法についても電子取引
の電子データの保存に対応するためにはIT

化・DX化が求められてきています。
　電子取引にかかる電子データの保存だけ
でなく、業務の効率化を進めるためにス
キャナ保存への対応も進めることも一つの
選択肢となります。
　近年の人手不足、また、材料の高騰も深
刻な状況となっており、中小企業を取り巻
く環境は悪化してきています。
　インボイスや改正電子帳簿保存法に対応す
るためにだけでなく、人材不足や事業の効率
化のためにIT化・DX化を進めることが、事業
の継続をするための土台になりつつあります。

IT導入補助金等、企業のIT化のための補
助金などの施策も、インボイスの関係で多
くあると思います。
　これらを有効に活用していただき、また、
今回の連載がインボイスや改正電子帳簿保存
法への対応とIT化による事業の継続との両立
が図られる一助になれば幸いと思います。
　最後に、全 7回という長期間、お読みい
ただき、誠にありがとうございました。
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安全・技術講座

我が社のセールスポイント

群馬県支部
株式会社ユニバーサル建販

第76回

　「我が社のセールスポイント」 は、 会員同士が切磋琢磨する情報を提供する場として、 通年表彰の 「企業　「我が社のセールスポイント」 は、 会員同士が切磋琢磨する情報を提供する場として、 通年表彰の 「企業

賞」 受賞企業に 「安全管理」、 「整備 ・ 検査」、 「法令遵守」、 「技術開発 ・ 考案」、 「環境」 などについて

記載していただき、 労働災害防止活動や技術開発 ・ 改良 ・ 考案等に対する意欲の向上を図ることを目的と

しています。

　今回から、 令和 5 年に表彰された企業をシリーズで紹介します （表彰企業は本号15頁参照）。 第 1 回目　今回から、 令和 5 年に表彰された企業をシリーズで紹介します （表彰企業は本号15頁参照）。 第 1 回目

は、 群馬県支部の㈱ユニバーサル建販様に執筆をお願いいたしました。

1．はじめに
　当社は、先代代表取締役 石井春義が営業
力と整備技術の高さを基に1999年に群馬県
高崎市に建設機械の販売と整備を目的に設
立されました。
　社名であるユニバーサルとは「建設機械
を扱う全ての人の為に高いレベルで安全な
機械を」をモットーに先代代表が株式会社
ユニバーサル建販と名付けました。
　令和 2 年 6 月に先代代表の高い志を継承
し、現代表の若菜　剛へと交代しました。
当時は新型コロナウイルス感染症が蔓延し
ている中、全ての方々が大変な努力をして
いるとの思いを社員一同強く共有し、健康
と安全には特に注意を払う日々でした。令
和 5 年 5 月 8 日から新型コロナウイルスの
感染症法上の位置づけが第 5 類に変更され
ましたが不安は拭い去る事が出来ず、現在
も変わることなく推移しています。
　先代代表は、鉄、溶接、油圧を相手に仕
事をしていましたが、一風、変わった側面
を持っています。

　一つは、「日本書道振興会」の会長を務
め、「翰林」の名で機関紙を発行し、柳公
権の名句「用筆は心にあり、心正しければ
筆正し」の精神を広め、また仕事にもその
精神を生かしています。
　もう一つは、絵画です。キリンやシマウマ
を題材に、工場外壁やドラグ・ショベルにキ
リンさんの絵を描き優しさと親近感を与えて
きました。これは今も進行形です。
　今後もこの精神と共に、お客様に安全安
心をお届けできる整備工場として日々努力
してまいります。

本社工場
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2．会社概要
⑴　概要
　会社名：株式会社ユニバーサル建販
　設　立：1999年（平成11年） 5月
　代表者：代表取締役　若菜　剛
　資本金：12,000,000円
　従業員： 4名
　所在地：群馬県高崎市下塙町291番地 1

　登録機種：
　　　①整地・運搬・積込み用、掘削用及

び解体用
　　　②基礎工事用
　　　③締め固め用
　　　④不整地運搬車
⑵　特定自主検査実施台数
　　　 • 120台（2022年）
　　　 • 特定自主検査有資格者　 3名
　当社では、特自検に関係する書類の確
認は基より検査前には必ずその機械の仕
様、性能、安全装置等の情報を確認して
から検査を実施しています。
　これが漏れの無い、正確な検査に欠か
せないものと思っています。

3．協会事業への参加
　会社設立年の平成11年 8月に群馬労働局
に検査業者として登録し「安全な機械をお
客様に提供する」を第一に事業を始め、現
在では検査台数も順調に増え、約120台/年
の特自検を実施させて頂いています。
　協会へは、平成14年に入会し、平成25年
5月に群馬県支部の監事として支部役員に
就任、現在は副支部長として支部長を支え
ながら、協会本部の事業計画を基に支部計
画を作成し事務局と共に各種事業のお手伝
いをさせて頂いています。
　今年度の重点活動は、先に決定しました、
①定期自主検査指針の見直しに対応するた
めの周知　②検査・整備技術の向上　③事
業内検査実施事業者への巡回指導、そして
最後に④会員加入への促進。これらに重き
を置き、共に活動して参ります。
　現在、高齢化と言う言葉があちらこちら
で耳にするようになりましたが、当群馬県
支部においても各理事の皆様の年齢が高く
なっており若い世代へのバトンタッチが急
がれる時期に来ております。この問題の解
消が一番重要な課題かも知れません。

4．安全管理
⑴　労働災害防止
　建設機械に携わる我々整備士には常に
危険が付きまとってます。
　　当社は小さな会社で少人数の組織です。
　まずは一人ひとりが「安全第一」に徹し
なければなりません。その中で重要なことが
　〇工場内の 3 S（整理・整頓・清掃）
　〇機械、工具、検査機器、サービスカー
の点検

　〇作業前のKY（危険予期）

特定自主検査の実施
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　〇作業内容、手順の共有
　〇車両操作時の指差し、声掛け
　　最後に互いの気付きを重要視してます。
　少人数だからこそまとまりがあり、知
らん顔している人は誰一人おりません。
　次に重要なことは社員の健康状態です。
社員の健康が仕事に与える影響は計り知れ
ません。少人数だからこそ重要なファク
ターになります。
　あまり個人への深入りはしませんが、本
人の顔色、体温確認そして声を掛けての応
答（反応）の確認を行い、一人一人の体調
を確認しています。

5．技術開発・考案
　当社は製造メーカーを限定していません
ので、登録した機種全般を対象に検査・整

備を行っており、手作り工具が必要になり
ます。
　なかでも、シリンダーを分解し内部パッ
キンを交換する作業では、シリンダーヘッ
ド部やピストンロッドナットを回す工具が
必須となります。

　また当社では、「建設機械のイメージを
変える」をコンセプトに力強いドラグ・
ショベルのブーム、アームにキリンさんの
アートを施し、建設現場の環境緩和等イ
メージの改善に一役買っています。
　この作品は、先代の代表が手掛けた作品

各種ナット、 ヘッド部工具

キャタピラー脱着治具

危険予知管理表

作業内容、 手順の確認
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で、このお客様は保有機械のすべてをキリン
さんにしたことで、会社の認知度が上がり、
現場のイメージアップにも繋がりました。ま
た、小さな子供たちからの反応も良く、とて
も大評判ですと感想を頂いています。
　今後は、様々な機械に合ったアート作品
を開発し、現場環境の改善に寄与して参り
たいと思っています。
（実績）

1999年の会社設立以来、31台の実績を頂
いています。

6．コンプライアンス
　私たち、ユニバーサル建販は現場で働く
様々な機械の検査・整備を行うことで安全
な機械をお客様に提供してきました。

　これを実現するために必要な資格と運用
については、日々の定例ミーテングで
PDCAを回し、コンプライアンスの順守や
関係法令改正等に対応しております。

7．環境への配慮
　仕事柄、廃油、廃液、廃バッテリー、金
属スクラップ、廃プラスチックなど多くの
廃棄物が発生します。
　処分するには、決められた分別とそれぞ
れに対応するリサイクル業者に回収委託し
ていますが、「廃棄物の処理及び清掃に関
する法律」の政令第248号、省令 8号の規
制に対応すると共に環境への意識向上、廃
棄物の減少を狙い、廃プラ対応焼却炉を平
成27年に設置しました。

浦野工業様 （令和元年製作）

メーカー：DAITO㈱　　焼却能力：29kg/h
型　　式：SPZ-400J　 重　　量：1,410kg

廃プラスチック対応焼却炉

浦野工業様 （平成18年製作）
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　焼却炉の設置以来、管理者を設定し運用
を開始したところ、廃棄物の発生が減少し
たことには驚きました。
　また、当社周辺は田んぼや畑が多く、と
くにオイルや液体等の流出には注意を払っ
ており、流出を防ぐための油分分離浄化槽
やオイル吸着マットを必要数確保し、万が
一に備えています。

8．社員の技術力向上・教育
　当社では、技術向上に必要とされる研修
には積極的に参加するよう努めています。
特自検では検査員資格取得研修や能力向上
教育への参加また必要に応じ外部研修に参
加するよう努めています。
　時には、計画するも少人数のため計画を
断念することや、先送りになることがあり
ます。
　近い将来には、男女問わず若い人材を確

保し、技術の伝承や資格取得を進めて、
個々に得意分野を持てる環境をつくること
で、技術面ではどこにも引けを取らない会
社にしていきたいと考えています。

9．おわりに
　今回、頂きました「企業賞」は、日本の
建設業界または国土の維持管理に必要不可
欠な建設機械の検査・整備を地道に行って
きたことの報いと受け止め、感謝申し上げ
ます。
　これからの建設機械は操る面では、ます
ます変化してくことと思われます。この時
代の変化に対応することが企業には求めら
れます。
　今回の企業賞受賞を誇りに思いこれから
も安全と基本を大切に精進してまいります。

［代表取締役　若菜　剛］
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　製品紹介

※�この欄では、会員企業から随時提供されるニュースリリースをもとに、数機種を選び掲載しています。

■概要
　コベルコ建機株式会社は、2023年 7 月 1 日より
新型 3 トン/3.5トン級後方超小旋回ミニショベル

「SK30SR- 7 /SK35SR- 7 」の販売を開始しました。
　今回販売を開始する 2 機種は、2019年より販売
を開始した 7 トン級油圧ショベルのコンセプトで
ある“Performance×Design（パフォーマンス ク
ロス デザイン）”を取り入れたミニショベルとな
り、作業効率や生産性の追求と共に、機能性・快
適性を大幅に向上させています。

■主な特長
1．商品力の向上
　○ヤンマー製の電子制御エンジンを採用。エンジン

出力を従来比4.7%上げる事で、油圧ポンプとの
マッチング性を最適化し安定稼働を実現。さら
に掘削性能を見直し、SK30SR/SK35SR共に
バケット掘削力を従来機比16%向上しました。

　○アクセルレバーをダイヤル式にすることで作
業内容に適したエンジン回転数の調整を容易
にするとともに、燃料消費量の削減を可能と
するオートデセルを標準装備しました。

　○エンジン始動時のパスワード入力を可能とす
ることで、セキュリティを強化しました。

　○ワンタッチで格納できるクレーンフックを装
備しました（ハイリーチクレーン仕様）。

　○各種先端アタッチメントの手元操作が可能な
ハンドコントロールプロポーショナルレバー

（HCP レバー）を新たにオプション設定しま
した。HCP レバー選択時には、モニタ上で先
端アタッチメントの流量調整が可能です。

　○新たに強化型のSK30SRDをラインナップ。建
物解体をはじめとする過酷な現場に対応する
為、強化型アタッチメントや各種シリンダ保
護カバー、格子ガード、下部アンダーカバー
板厚アップを採用しています。

2．インテリア（機能性と快適性の向上）
　○3.5インチカラーモニタを標準装備するととも

に、キャブ仕様では各種スイッチやダイヤル
類へのLEDバックライト採用など、室内の質
感と夜間の室内視認性を向上させています。

　○レバーポジションの最適化やリストレスト標
準装備、走行切替スイッチの取付位置見直し
により、オペレータの負荷を低減、疲れにく
く快適に作業できる環境としました。

　○キャブ仕様のコンソールにはスマートフォン
ホルダやUSB/AUXポートを標準装備しまし
た。さらに、ハンズフリー搭載Bluetoothラジ
オを設定したことで、スマートフォンとのペ
アリングによるハンズフリー通話が可能とな
りました（いずれもキャブ仕様のみ）。

■問合せ先
　コベルコ建機株式会社
　コーポレートコミュニケーショングループ

TEL：03-5789-2112

製 品 名 後方超小旋回ミニショベル「SK30SR- 7 /SK35SR- 7」
コベルコ建機株式会社

発売年月 令和 5年 7月

後方超小旋回ミニショベル 「SK30SR-7/SK35SR-7」

■主な仕様
機種名 SK30SR SK35SR
機械質量 kg 3,260 3,660
標準バケット容量（山積） m3 0.08 0.10
走行速度（1速/2速） km/h 2.5/4.4 2.5/4.4

最大掘削力 アーム kN 19.1 22.4
バケット kN 32.2 32.2

全長 mm 4,730 4,820
全幅 mm 1,550 1,700
全高 mm 2,510 2,510

エンジン定格出力／回転数 kW/min-1

17.9/2,400
（ファン付き）

18.9/2,400
（ファン無し）

最大掘削半径 mm 5,200 5,350
最大掘削深さ mm 2,780 2,970

最大掘削高さ（最大ダンプ高さ） mm 5,050
（3,640）

5,040
（3,650）

※上記はキャノピ、ゴムクローラ仕様の数値です。
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※�　ニュースリリース送付先：〒101-0051千代田区神田神保町3-7-1ニュー九段ビル９F
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　��（公社）建設荷役車両安全技術協会広報部
　　　　　　　　　　　　　　または E-mail：koho@sacl.or.jp まで

■概要
　株式会社アイチコーポレーションは、クローラ
式ブーム屈折型電動高所作業車「RU09A1SM」を
令和 6 年 1 月より発売します。

■主な特長
1 ．環境に配慮した電動式
　環境にやさしく屋内作業にも適したバッテリー
駆動式を採用。
　お客さまの現場作業を脱炭素化の面からもサ
ポートします。

2 ．屈折ブームによる広い作業範囲
　アーム機能により障害物をかわしながら作業ポ
イントへアプローチが可能。
　設備が密集した屋内現場でも快適な作業をサ
ポートします。

3 ．広い走行作業範囲
　作業姿勢における安定性を確保しつつ、走行可
能範囲を最大限広く設定。車両移動のたびに発生
するブーム格納の手間を低減し、安全で効率的な
現場作業をサポートします。

4 ．障害物検知装置（オプション）
　作業床に設置されたセンサーが障害物を検知す
ると機械の作動を停止させます。（注 1 ）

　梁や設備といった障害物が複雑に入り組む屋内
現場での安全性向上に貢献します。

（注 1 ）障害物の形状や大きさによっては検知しない場合が
あります。

■主な仕様

■問合せ先
　株式会社アイチコーポレーション
　営業企画部 企画統括課

〒362-8550 埼玉県上尾市大字領家字山下1152番地の10
TEL：048-781-3330／FAX：048-781-1110

型����式 RU09A1SM

作業床最大地上高 9.1m
最大作業半径 6.4m

作業床最大積載荷重 200kg

製 品 名 クローラ式ブーム屈折型電動高所作業車「RU09A1SM」
株式会社アイチコーポレーション

発売年月 令和 6年 1月

クローラ式ブーム屈折型電動高所作業車 「RU09A1SM」
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※ 掲載は、定期又は特定自主検査の対象機種とそのアタッチメント、関連商品及び検査測定器です。

製 品 名 ホイール式油圧ショベル「ZX125W- 7」
日立建機株式会社

発売年月 令和 5年11月

■概要
　日立建機株式会社は、「特定特殊自動車排出ガス
の規制等に関する法律」2014年基準に適合し、作
業性能の向上と燃費低減を両立させた12tクラスの
ホイール式油圧ショベルZX125W- 7 （標準バケッ
ト容量0.45m3、運転質量14.2t）を、日本国内に向
けた2023年11月の発売に先立ち、 7 月 3 日より受
注を開始しました。
　本製品は、油圧ショベル ZAXIS- 7 シリーズの
特長である、燃費低減と高い作業性を実現する最
新油圧システム「HIOS V（ハイオス ファイブ）」
を搭載することにより、複合動作や高負荷時の操
作性を維持しつつ、燃費性能を向上しました。さ
らに、新機能の「エコガイダンス」は、現場状況
に応じて推奨される作業モードなどをメッセージ
で表示し、燃料消費を抑えた運転操作を支援しま
す。また、新機能として、車体の停止に合わせて
作業ブレーキが作動する「オートワーキングブレー
キシステム」、走行時に走行モードの変速を自動で
行う「オートマティック・トランスミッション」
を追加、新設計の運転室を採用とあわせ、作業時
の利便性や快適性を向上し、オペレータの負担も
軽減します。

■主な特長
1 ．燃料消費量の低減と作業量の増加
　作業量を重視する「PWR（パワー）モード」の場
合、従来機種 ZX125W- 6 と比較して、作業量を
7 ％増加しつつ、燃費消費量を19%削減しています。

2 ．現場に応じて選択できる 3 つの作業モードと低
燃費操作の実現をアシストする「エコガイダンス」
　現場状況に応じて、重作業用の「HP（ハイパ
ワー）モード」、作業量を重視した「PWR（パ
ワー）モード」、燃費を抑える「ECO（エコノミー）
モード」に切り替えが可能です。また、新機能「エ
コガイダンス」は、燃料消費状況と使用中のモー
ドを比較し、推奨する作業モードやエコ機能をメッ
セージでモニタに表示します。

3 ．車体の走行停止に合わせて自動でサービスブ
レーキを作動させる「オートワーキングブレーキ
システム」
　ホイール式油圧ショベルでは、掘削などの作業
時に、サービスブレーキを作動させ稼働します。
オートワーキングブレーキシステムをあらかじめ
設定することにより、車体の走行・停止に合わせ
て自動でサービスブレーキを作動させ、オペレー

タの負担を軽減します。また、オペレータの好み
に合わせてブレーキ強度を 5 段階で調整できます。

4 ．新設計の運転室を採用　快適性と安全性を向上 
　従来機種と比較して、運転室の後方エリアを広
く、天井を高くしたことで、長時間でも今まで以
上に快適に作業することが可能です。また、運転
室内の大型モニタでは、機械状態の確認に加え、
標準搭載の周囲環境視認装置「AERIAL ANGLE

（エアリアル アングル）」により、機体周囲を映像
で確認することが可能です。

■主な仕様（2.26m��標準アーム仕様時）

■問合せ先
日立建機株式会社

　ブランド・コミュニケーション本部 広報・IR部
　広報グループ

〒110-0015 東京都台東区東上野二丁目16番 1 号
　電話：03-5826-8152

項目 ZX125W- 7
標準バケット容量 （m3） 0.45
運転質量 （t） 14.2
エンジン定格出力 （kW/min-1） 100
最大掘削半径 （mm） 7,910
最大掘削深さ （mm） 4,840
最大掘削高さ （mm） 9,170
最大ダンプ高さ （mm） 6,740
バケット最大掘削力（昇圧時） （kN） 94.0
走行速度（高/低） （km/h） 38/9.3
全長（走行時） （mm） 7,445
全幅 （mm） 2,490
全高（走行時） （mm） 3,460
注）単位は国際単位系（SI）による表示。

ホイール式油圧ショベル 「ZX125W- 7 」
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※ 提供されたニュースリリースは、必ずしも全数掲載とは限りません。また掲載時期がずれることもあります。

製 品 名 クラウド型転圧管理ソリューション
「Solution Linkage Compactor」（対象機種拡大） 日立建機株式会社

発売年月 令和 5年 5月

■概要
　日立建機株式会社は、2023年 5 月24日より、クラ
ウド型転 圧管理ソリューション「Solutionウド型転 圧管理ソリューション「Solutionウド型転 圧管理ソリューション「 Linkage
Compactor（ソリューション リンケージ コンパクター）」

（以下、本サービス）の対象機種を拡大しました。これ
まで対象としていた土工用振動ローラZC120S - 6 に
加えて、新たに、コンバインドローラ（ZC35C - 5 、
ZC50C - 5 ）、タンデムローラ（ZC35T - 5 、ZC50T - 5）、
タイヤローラ（ZC220P - 6 ）の 5 機種を対象機種に
加えます。
　道路や舗装を締め固める施工は、転圧によって
地面の密度を均等に強化します。また、締め固め
る地面の状態や性質によって、人が転圧回数を数
えて管理を徹底し、施工後にどの程度締め固まっ
ているか密度試験を行い、含水比や粒度を確認す
る必要があります。さらに、施工内容の記録とし
て、転圧回数や試験結果の数値を用いて、帳票の
作成も求められます。
　本サービスは、道路機械に搭載したGNSSアン
テナ*を用いて転圧状況を記録することで、これま
で人が行っていた転圧回数や、施工管理の記録・
確認業務の省略を可能にするものです。また、PC
やタブレット端末などを用いて、現場から離れた
遠隔地からでも、転圧作業の進捗状況をリアルタ
イムに確認できます。国土交通省が定める管理要
領にも準拠しており、i - Constructionの施工現場
でもご活用いただけます。
* GNSS（Global Navigation Satellite System）とは、GPS
などの衛星測位システムの総称。

■主な特長
1 ．「オペレータ向けアプリ」で、リアルタイムに転
圧回数の確認が可能
　運転室内に設置したタブレット端末上のアプリに、
道路機械の走行軌跡がリアルタイムに更新され、転
圧を行った回数ごとに色分け表示されます。これに
より、オペレータは転圧回数が不足している箇所の
有無を一目で確認することができ、オペレータの負
担軽減につながります。

2 ．「管理者向けアプリ」で、遠隔地にいながら施
工の進捗確認や帳票作成が可能

PCやタブレット端末などから閲覧でき、「オペ
レータ向けアプリ」と同様に、現在行っている転
圧作業の進捗状況を、遠隔地にいながらでもリア
ルタイムに確認することが可能です。
　また、転圧を行う施工現場の各種情報や、規定の転
圧回数、図面情報などの登録や、過去に完了した転圧
作業履歴の確認のほか、記録されたデータをクラウド
から抽出して電子データの帳票出力も行うことができま
す。電子データの帳票出力は、国土交通省が定める管
理要領に準拠しているため、i - Construction対象の
施工でもご活用いただけます。

■問合せ先
日立建機株式会社
ブランド・コミュニケーション本部 広報・IR部
広報グループ
〒110-0015 東京都台東区東上野二丁目16番 1 号

　電話：03-5826-8152

「Solution Linkage Compactor」 画面イメージ 
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※ 編集の都合により、ニュースリリース記載内容の一部を省略することがあります。掲載は無料です。

製 品 名 全旋回式クローラキャリア「IC70R」
株式会社加藤製作所

発売年月 令和 5年 5月

■概要
　株式会社加藤製作所では、全旋回式クローラキャリ
アの新シリーズ第一弾として、クローラキャリア IC70R
を令和 5 年 5 月より全国一斉に販売を開始しました。
　同機は、お客様から多数ご要望があった安全性、
輸送性を大幅に改善していることが、最大の特長で
す。また、特定特殊自動車排出ガス2014年基準等に
適合したエンジンを搭載しており、環境に配慮した
コンパクトで安全に使える製品に仕上げています。

■主な特長
1 ．輸送性
　 • コンパクトな車体
　　車高を2,680mmまで下げることにより、輸送時

の高さ制限を受けにくくしています。車幅を
2,490mmまで下げることにより、輸送性を向上
させています。

2 ．安全性 
　 • エンジンオーバーラン防止機能
　　エンジンと油圧ポンプを電気制御し、エンジン

オーバーラン※の発生リスクを大幅に改善する
ことにより、安全に下り坂走行が行えます。

　　  ※エンジンオーバーランとは、下り坂走行時にエンジン回転が高回
転でコントロールが出来なくなる状態のことです。これが発生す
ると機械修理が高額になるばかりではなく、現場作業が危険な
状況に陥ります。

　 • 低重心化
　　最低地上高560mmを維持したまま機械重心を

下げ、全方向での安定度を向上させました。
　 • 狭路での安全走行
　　安定度を確保しつつ、車幅をクラス最小の2,490mm

にしました。
　 • 視認性の向上
　　運転席から直視できる範囲を広げ、直視できな

い部分はモニター画像で視認できるため、運転
者の視認性を大きく向上させました。

　 • ROPSキャブの採用
　 • 速度制限機能
　　車体の状況に合わせて走行速度、旋回速度を

制限することにより、安全に作業が行えます。
　　　＜走行速度制限50％の条件＞ 
　　　　 • 機械下部に対して上部体が旋回してい

る状態での走行操作
　　　　 • 荷台が上がっている状態での走行操作
　　　＜旋回速度制限70％の条件＞ 
　　　　 • 走行状態での旋回操作

3 ．環境性 
　 • NOx・PM排出の低減
　　EU stage V基準に適合するエンジンを搭載し、

2014年排気ガス基準よりPM排出量を半分以下

にしました。
　 • エコ運転
　　ジョイスティックレバーの操作量に応じてエン

ジン回転数とポンプ流量を同時に制御し、最適
な走行運転・荷台操作・旋回操作が可能です。
レバー操作が中立の時はアイドリング状態とな
り燃料消費を抑えます。

4 ．作業効率・快適性 
　 • ジョイスティックレバー
　　走行操作・荷台操作・旋回操作が左右の電子

制御方式ジョイスティックレバーで操作でき、
前傾姿勢にならずシートにゆったりと座った
状態で操作が行えます。

　 • 操作スイッチの集中配置
　　使用頻度の高い操作スイッチをモニター付近

に集中配置することにより、運転者が操作し
やすくしています。

　 • 快適な運転席
　　リクライニング・サスペンション付シートを

採用しています。また、キャブの高さを下げ
たことでキャブ乗降性を大きく改善しました。 

　 • 遠隔稼働管理
　　K-cast（テレマティクス）が標準装備されている

ことにより、事務所パソコンなど遠隔で稼働場所、
日々の稼働管理など作業の管理、監視ができます。

　 • 360°全旋回式
　　車体上部のみ90°旋回して排土が出来るなど、

方向転換のためのスペースが不要です。

5 ．整備性 
　 • カバー開口部の大型化
　　カバー類の開口部を広くすることにより、日

常点検・ラジエータ清掃などのメンテナンス
が容易に行えます。

■問合せ先
 ㈱加藤製作所　広報部
電話番号：03-3458-1144
メールアドレス：pr-kato@kato-works.co.jp

全旋回式クローラキャリア 「IC70R」
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　本号より、令和4年度（令和5年表彰分）考案賞入賞作品中、金賞、銀賞受賞8作品につ
いて、考案者の方に直接お話を伺い、考案に至った理由やご苦労話等をシリーズで紹介します。
　第 1回は、金賞を受賞された福井県支部・コマツサービスエース㈱　本社　整備・車
検チームに所属する清水さんの作品です。
　なお、受賞作品の詳細内容は、機関誌第266号（2023年 7月号）28頁をご覧ください。

1．事業所概要
　コマツサービスエース㈱は、2022年 4月
に関係会社の福井コマツフォークリフトを
吸収合併し、コマツ製品の建設機械・フォ
ークリフトの販売、レンタル、整備を行う
会社として新たなスタートを切りました。
　本社のほか、 2本部、 4支店で県内全域
の営業活動を展開しています。
　本社に所属する整備・車検チームは、本
社（福井市）に隣接する工場で各種建設機
械（フォークリフト除く）の整備、車検
（トラクター・ショベル（ホイール式））及
び特自検業務を実施しているほか、各支店
工場の親工場としても機能しています。約
24m×25mの工場建屋内では、年間に整備

約100台、車検約400台、特自検（検査業者
検査）約200台を実施しています。

2．受賞作品
⑴　作品名：「燃料タンクバキューム装置」

⑵　概要
　�　従来、油圧ショベルの燃料ホース交換時
はメクラプラグを取り付けて燃料流出を防
止しますが、油圧ショベルの燃料タンクは
高い位置にあるため、燃料ホースを交換
（切断）し、メクラプラグを取り付ける間
に燃料がどうしても流出してしまいます。
　�　そこで今回考案したのが、不要になった
サイクロン式掃除機と燃料タンクキャップ

令和4年度　考案賞受賞企業を訪ねて
第1回　金賞受賞　「燃料タンクバキューム装置」

考案者：福井県支部　コマツサービスエース株式会社　本社　整備・車検チーム
清水　薫

工場全景

考案した受賞作品
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を利用し製作した、燃料タンク内を一時的
に負圧にして、燃料流出を防ぐ「燃料タ
ンク用バキューム装置」です。
　�　燃料タンクのキャップの中心に穴をあ
け、パイプを溶接し掃除機が取付けられ
るようにしました。またパイプには、エ
アーホースが接続できるようにエアカプ
ラー、ストップバルブを取付けています。

　�　カプラーにエアーホースを接続し、圧縮
空気を送ると掃除機から空気が排出されま
す。（下記写真参照　矢印が空気の流れ）
　�　空気誘引効果により燃料タンク内のエアー
が誘引され負圧になる仕組みになっています。

　�　タンク負圧状態を解放するときは、ス
トップバルブを閉じるだけです。

3．考案者の横顔
　考案者の清水さんは、工場勤続24年の大
ベテランで、整備・車検チームのマネージ
ャーを務めています。
　マネージャーとして、 8人の部下（メカ
ニック）を管理・監督しつつ、自らも建設
機械の整備も実施しています。
　今回同席していただいた上職の岩野さん
は、機械本体と部品の調達責任者であると
ともに、GQサポートグループ　グループ
マネージャーとして、お得意様の『現場品
質（Genba Quality）』を強化する活動（「現
場を止めない」、「損をさせない」、「ケガを
させない」）も推進しています。

4．考案者との一問一答
　以下、清水さんとの一問一答です。
Q 1：�考案のいきさつを少し詳細に聞かせ

てください。
A 1：�油圧ショベルの燃料ホース交換の頻

度は、通常はそれほど多くないので
すが、ある時期、たまたま毎日のよ
うに交換作業が発生して、そのため
燃料流出後のあと処理（周辺の清掃、
洗車の追加作業等）に多くの時間を
取られました。

　　　�今回これを解決すべく、考案にいた
りました。

装置全景

サイクロン式掃除機の
ダストボックス

燃料タンクキャップ

(左)上職 ・岩野さん、 (右)考案者 ・清水さん

圧縮空気の流れ
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Q 2：�どのくらいの期間で考案（制作）し
たのですか。

A 2：�計画してから試作品は、約 1週間で
完成させました。

Q 3：このアイデアが浮かんだ理由は。
A 3：�不要になったサイクロン式掃除機を

見たとたん、このサイクロン式掃除
機を使用して、エアー駆動式バキュ
ームクリーナー（ペール缶に載せて
圧縮空気を入れるだけで掃除機とし
て使用できる装置）の原理を利用し
た燃料タンク内を負圧にする装置が
できないか。とのアイデアが浮かび
ました。

Q 4：この考案で考慮、苦心した点は。
A 4：�エアー取入れ口加工およびパイプ内

部の加工溶接等細かな作業で苦労し
ました。

Q 5：試作費用はいくらですか。
A 5：�廃材を利用し、加工等も自身で行っ

たため材料費も外注費も発生してい
ません。

Q 6：効果はどうですか。
A 6：�燃料流出後の周辺の清掃、洗車の追加

作業等がなくなり、 1台あたり 1時間
程度の作業時間短縮となりました。

Q 7：実際に使用した作業員の声は。
A 7：�使用した若手メカニックは、あと処

理がなくなり、楽になっているはず
ですが、声に出して褒めてはくれま
せん（笑）。（→皆さん心の中では感
謝してくれているはずです：筆者記）

Q 8：さらに改善する点はありますか。
A 8：�現状では、高圧のエアー源がない現

場では当装置は使用できません。電
動化（バッテリ化）できればと考え
ています。

Q 9：次なる考案は。
A 9：�現在具体的に考案には着手していま

せんが、「楽に効率よく作業をする」
を念頭において、次の考案につなげ
ていきたいです。

Q10：素晴らしい作品を考案する秘訣は。
A10：以下、考案のキーワードです。
　　　「作業を楽にしたい」
　　　「効率よくしたい」
　　　「無駄なことはしたくない」
　　　「工数を減らしたい」
　　　「一人でも安全に作業したい」
Q11（ �岩野グループマネージャーへ）：受賞

者の清水さんは職場ではどのような
方ですか。

A11：�本人も言うように、「効率良く」とか
「楽に安全に」作業するということに
注視して動いてくれています。

　　���また、当工場は比較的経験の浅い人
も多いので、自分がお手本にならな
ければいけないという意識も見受け
られ、頼もしい限りです。

5．取材を終えて
　いかがですか、清水さんの考案のキーワ
ードは（ 4のA10参照）。
　皆さんもこのキーワードを念頭に、作業
時にPDCA（計画、実行、測定・評価、対
策・改善）のサイクルを回してみてはいか
がでしょうか。
　きっと素晴らしい考案作品ができるのでは
ないでしょうか。お役に立てれば幸いです。
　また、清水さんにおかれましても、次の
考案賞への応募をお待ちしております。

 ［広報部：水島　記］
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受賞者より 上職者より

コマツサービスエース株式会社
ＧＱサポートグループ　整備車検チーム
マネージャー

清水　薫　さん

　今回考案賞金賞を頂きまして、大変光栄に思い
ます。
　日頃から生産性向上、作業時間短縮からの効率
化を目標に、冶具製作による時間短縮、作業性向
上に成功しました。
　今後も、安全を最優先して、改善に取り組みた
いと考えます。

コマツサービスエース株式会社
執行役員　ＧＱサポートグループ
グループマネージャー

岩野　純和　さん

　考案賞金賞受賞おめでとうございます。
　日々の業務で、安全・作業面改善を実施している
ことからの冶具製作が実を結んだものと思います。
　今後も安全を最優先して、現場の為になる環境
改善に取組んで欲しいと思います。
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　令和 5年度「安全衛生に係る優良事業場、
団体又は功労者に対する厚生労働大臣表
彰」において、当協会の埼玉県支部長であ
る仲島康晴氏（北関東TCM㈱代表取締役）
が「功績賞」を受賞されました。
　仲島氏は、平成26年 5月から当協会埼玉
県支部支部長に就任され、建設荷役車両に
係る特定自主検査の未実施車両対策の推進、
特定自主検査者資格取得研修や安全教育等
の実施のほか巡回指導員によるパトロールの
実施などを重点とした支部事業に 9年に亘り
取り組み、特定自主検査制度の適正かつ円滑
な推進に多大な貢献をされてきました。
　また、令和 4年からは当協会の監事とし
て協会の運営に尽力されております。
　表彰式は 7月 4日厚生労働省で開催され、
労働基準局　美濃安全衛生部長より、表彰状
が授与されました。受賞のお祝いを申し上げ
るとともに、会員の皆様にお知らせします。

当協会での仲島氏職歴
• 平成12年 5月～現在　埼玉県支部理事
•平成26年 5月～現在　埼玉県支部支部長
•令和 4年 6月～現在　協会監事

［受賞者にあたって］
　この度の「厚生労働大臣功績賞」受賞に
あたり一言ご挨拶申し上げます。
　このような名誉ある賞を受賞出来ました
ことに大変驚いております。それとともに、
この様な素晴らしい賞をいただき、私自身
身が引き締まる思いでございます。
　平成 9年10月から創業者である父の他界
により二代目として事業を引き継ぎ、おか
げさまで令和 5年 4月に創業60周年を無事
迎えることが出来ました。
　これもひとえに、皆様方よりお力添えい
ただき、未熟な私をお支え下さったおかげ
だと思っております。改めまして、これま
で出会ったお客様、建荷協はじめ協会・業
界の皆様、弊社全社員に感謝申し上げます。
私自身、この素晴らしい賞に恥じないよう、
今後とも特自検の普及促進を通じて、労働
災害防止活動に微力ではありますが、精進
して参りたいと思っております。
　今後ともより一層のご指導ご鞭撻を賜ります
ようお願い申し上げます。 ［仲島　康晴　記］

美濃安全衛生部長より表彰状を授与される仲島氏

功績賞：「安全衛生活動の指導的立場にあり、地域、
団体、関係事業場の安全衛生水準の向上・発展に
多大な貢献をした個人」に授与される賞

喜びの仲島埼玉県支部長

令和 5年度「安全衛生に係る厚生労働大臣功績賞」を受賞！
当協会埼玉県支部長　仲島康晴氏が受賞
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令和6年　特自検啓発「年間標語」決定！
お知らせ

　令和 6 年  特自検啓発「年間標語」

　　「安全を　明日へつなぐ　特自検」　　（当協会福井県支部　田中　恵美さん）

　この標語は、当協会が制作する令和 6 年広報ポスター、リーフレットや機関誌の印刷物、
ホームページ等をはじめ広く各種啓発、普及・PR資料に活用させていただきます。

　当協会で募集を行っていた令和 6 年 特自検啓発「年間標語」に、会員企業及び協会本・
支部の皆さまより多数のご応募をいただき、誠にありがとうございました。
　広報委員会での厳正な審査の結果、下記の通り採用作品が決定しましたので、お知らせい
たします。

「定期自主検査指針改正説明会」
東京都支部で開催

お知らせ

建荷協東京都支部が主催した「定期自主検査改正説明会」が、 7 月19日に行われました。
当説明会は、本年 3 月31日にフォークリフト、ショベルローダー等、不整地運搬車、車両

系建設機械及び高所作業車の定期自主検査指針が改正されたことにより開催されたものです。
　会員の皆様の関心の高さがうかがわれ、酷暑の中での開催となりましたが、約100名の方
が聴講されました。
　説明会では、縄田常務理事の挨拶に引続き、本部・牛田第一技術部長から、「指針改正の
概要」、「記録表の暫定記入要領」について説明、解説がありました。その後、活発な質疑応
答がなされ、説明会は盛況のうちに終了しました。

　なお、この「定期自主検査指針改正」の詳細については、協会HPでもご覧いただけます。

定期自主検査指針改正説明会
主　　催：建荷協東京都支部
開催日時：令和 5 年 7 月19日（水）14：00～16：30
会　　場：日比谷図書文化館大ホール
内　　容：開会挨拶
　　　　　定期自主検査指針改正の概要
　　　　　記録表の記入要領（新指針暫定対応）
　　　　　質疑/閉会 開催風景(説明者が牛田部長)
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建　荷　協　の　動　き
（令和 5年 6月 1日〜令和 5年 7月31日）

常設委員会

令和5年度　第2回広報委員会
　月　日：令和 5年 7月12日（水）
　場　所：建荷協本部会議室
　議　事：
　　 1．�機関誌中期編集計画の検討（267号

〜269号）
　　 2．製品紹介（267号掲載分）
　　 3．�イラスト災害事例の検討（267号掲

載用初回案）

　　 4．�令和 5年度 特自検強調月間リーフ
レットとポスター制作

　　 5．令和 5年度 特自検強調月間広報活動
　　 6．�令和 6年 特自検啓発年間ポスター

制作
　　 7．令和 6年 年間標語の選考
　　 8．令和 5年度 工場取材見学会について
　　 9．�令和 5年度 広報委員会開催スケ

ジュール
　　10．令和 5年度 広報委員会名簿

※�会員入会状況および新入会員名簿（令和 5年 6月1日〜令和 5年 7月31日）は、都合により
次号（268号）に掲載します。
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令和5年度
特定自主検査資格取得研修・教育の予定表

　令和 5年度における当協会の支部が行う研
修・教育の実施予定は別表 1・ 2及び 3のと
おりです。
　受講される場合は、毎号の機関誌又は当協
会のホームページを参考に、支部で実施予定
を確認の上、お申込みください。なお、当協
会の会員以外の事業所の方も受講できます。
　事業所は、退職、異動等で検査者の不足が
生じないよう資格取得研修の受講を計画して
ください。

1．特定自主検査資格取得研修
　　（別表1）
　　�　厚生労働省の告示及び通達に基づく、
事業内検査者及び検査業者検査員の資格
取得のための研修です。

2．特定自主検査者能力向上教育
　　（別表2）
　　�　厚生労働省の通達に基づき、「フォーク
リフト」「整地・運搬・積込み用、掘削用
及び解体用機械」「締固め用機械」「基礎
工事用機械」「コンクリート打設用機械」
並びに「高所作業車」の特定自主検査者
の業務に従事しておおむね 5年以上経過
した方を対象に、技術、知識を付与する
ことを目的とした教育です。

3．実務研修及び安全教育
　　（別表3）
　　・実務研修「記録表作成コース」
　　　�　他の法令で資格を取得された方（建

設機械施工士他）や記録表の記入要領
について再び学びたい方などを対象に、
特定自主検査の法令上の位置付け、検
査方法、及び具体的な記録表の書き方

などについて学ぶことができます。
　　　�　なお、このコースには座学だけのコー

スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「月次定期自主検査（フォー
クリフト）コース」

　　　�　定期自主検査の中でも月次検査につい
ては、特定自主検査の検査員資格がなく
ても検査を行うことができます。日頃
フォークリフトの整備や運転業務に従事
されている方を対象に検査方法や記録表
の記入要領について学ぶことができます。

　　　�　なお、このコースも座学だけのコー
スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「月次定期自主検査（車両系
建機）コース」

　　　�　上記フォークリフトに引き続き車両
系（整地・運搬等）の月次検査につい
ても検査方法や記録表の記入要領につ
いて学ぶことができます。

　　　�　なお、このコースも座学だけのコー
スと実機を使ったコースがあります。

　　・�実務研修「検査業者業務点検コース」
　　　�　登録検査業者として、正しい管理運

営の在り方について点検表に基づいて、
内容を理解しながら研修をします。

　　・�安全教育
　　　�　厚生労働省の通達に基づき定期自主

検査対象であるクレーン機能付油圧
ショベルのクレーン部分（「建機付属ク
レーン部分」という。）並びにショベル
ローダー等の定期自主検査者を対象と
した安全教育です。

※�研修・教育の予定は、都合により中止・延期等変更になる場合がありますので事前に開催支部にお問
い合わせください。また最新の予定は協会ＨＰをご覧ください。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（事業内）予定表（別表１）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部 フォークリフト
車両系建設機械

整地・運搬・積込・掘削・解体用機械

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 8 / 2 ～ 4  EF 9 /20～22 EF
青　森
岩　手
宮　城 9 /22～23 EF
秋　田
山　形
福　島 9 /14～15 EF

関
東
地
区

茨　城 5 /22～23 EF 6 / 9 ～10 EF 5 /11～12 EF
栃　木 4 / 8 ～ 9  EF
群　馬 10/20～21 EF
埼　玉 8 / 2 ～ 4  EF 2 / 5 ～ 7  EF
千　葉 5 /11～13 EF 9 /14～16 EF 7 /25～27 EF
東　京 7 /20～22 EF 10/26～28 EF
神奈川 7 / 6 ～ 8  EF 11/16～18 EF 8 /14～16 EF

中
部
地
区

新　潟
富　山
石　川
福　井
山　梨
長　野 11/ 8 ～10 EF
岐　阜
静　岡 6 /22～23 EFG 7 / 6 ～ 7  EF 5 /11～12 EF
愛　知 3 / 7 ～ 9  EF 2 /27～29 EF
三　重 10/20～22 EF 9 /22～24 EF

近
畿
地
区

滋　賀
京　都
大　阪 2 /13～17 EF 6 / 6 ～10 EF
兵　庫
奈　良 9 /14～17 EF 7 / 6 ～ 8  EF
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 9 /13～15  F
島　根
岡　山 8 / 3 ～ 4  EF 5 /22～23 EF
広　島 10/ 6 ～ 7  EF
山　口 5 /12～13 EF 7 / 6 ～ 8   F

四
国
地
区

徳　島
香　川 8 /25～27 EF
愛　媛 9 /14～16 EF 7 /13～15 EF
高　知 10/20～21 EF

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 9 /14～16 EFG 7 / 5 ～ 7  EF
佐　賀 10/ 5 ～ 6  EF 6 /14～15 EF 7 /11～12 EF
長　崎 7 /20～22 EF 10/ 5 ～ 7  EF
熊　本 10/28～29 EF
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Eは14時間、Fは9.5時間、Gは5.5時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。



建設荷役車両 （ 69 ） 第 45巻 267号（2023. 9 ）

377

令和5年度 特定自主検査資格取得研修（事業内）予定表（別表１）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部
車両系建設機械

高所作業車
基礎工事用 締固め用 コンクリート打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道
青　森 7 /13～15 EF
岩　手 6 / 8 ～ 9  EF
宮　城
秋　田
山　形 9 /13～15 EF
福　島

関
東
地
区

茨　城 11/ 7 ～ 8  EF 9 / 7 ～ 8  EF
栃　木
群　馬 9 /15～16 EF
埼　玉 6 /13～15 EF 2 /14～16 EF
千　葉 7 / 5 ～ 7  EF
東　京 6 /15～17 EF 9 / 7 ～ 9  EF
神奈川

中
部
地
区

新　潟
富　山
石　川
福　井
山　梨
長　野
岐　阜
静　岡 9 /21～22 EF 1 /18～19 EF
愛　知 9 / 6 ～ 8  EF
三　重 7 /28～30 EF

近
畿
地
区

滋　賀
京　都
大　阪
兵　庫
奈　良
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 11/15～17  F
島　根
岡　山
広　島
山　口 8 /24～26  F 6 / 8 ～10  F

四
国
地
区

徳　島
香　川 9 /22～24 EF
愛　媛 6 /15～17 EF 5 /25～27 EF
高　知

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 11/17～19 EF 11/24～26 EF
佐　賀 6 /21～22 EF
長　崎
熊　本
大　分
宮　崎
鹿児島
沖　縄

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Eは14時間、Fは9.5時間、Gは5.5時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（検査業）予定表（別表１）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部 フォークリフト
車両系建設機械

整地・運搬・積込・掘削・解体用機械

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 5 /24～26    BCD 7 / 5 ～ 7   BCD 9 / 4 ～ 8  ABC 10/ 4 ～ 6  BCD 6 /14～16  BC 7 /12～14 BC
青　森 6 /22～24    BCD 9 / 7 ～ 9   BC
岩　手 5 /16～18    BCD 11/20～30  BCD 7 /26/～28 BC
宮　城 7 /13～15    BC 6 /15～17  BC
秋　田 6 /22～24    BC 12/14～16  BC 10/26～28  BC
山　形 10/25～27    BCD 7 /19～21  BC
福　島 7 /12～14    BC 8 /23～25  BC

関
東
地
区

茨　城 6 /19～21    BC 10/ 4 ～ 6   BC 7 / 4 ～ 6   BC
栃　木 7 / 7 ～ 9     BC 6 /14～16  BC
群　馬 7 / 6 ～ 8     BC 9 / 7 ～ 9   BC
埼　玉 7 /10～14   ABCD 3 / 4 ～ 8  ABCD 12/ 4 ～ 8  ABC
千　葉 6 /22～24    BC 12/ 7 ～ 9   BC 10/17～19  BC
東　京 6 /28～ 7 / 2 ABC 2 /15～17  BC
神奈川 6 /22～24    BC 10/19～21  BC 9 / 6 ～ 8   BC

中
部
地
区

新　潟 6 / 7 ～11   ABC 7 /20～22  BCD 6 /22～24  BC
富　山 7 / 5 ～ 7     BC 9 / 6 ～ 8   BC
石　川 6 /15～17    BCD
福　井 6 /15～18    BC 5 /18～20  BC
山　梨 10/17～19    BC
長　野 7 / 5 ～ 7     BC 9 / 6 ～ 8   BC
岐　阜 9 /13～15    BCD
静　岡 6 /12～16   ABCD 10/25～27  BC 2 / 7 ～ 9   BCD 5 /22～26 ABC 12/13～15 BC
愛　知 6 /16～18    BCD 9 /14～18 ABCD 10/ 6 ～ 8   BCD 9 /27～29  BC
三　重 9 / 1 ～ 3     BCD 5 /26～28  BC

近
畿
地
区

滋　賀 2 /14～16    BCD
京　都 9 / 7 ～ 9     BC 7 /20～22  BC
大　阪 7 /10～16   ABCD 10/24～28  BCD
兵　庫 6 /28～ 7 / 2  BCD 9 /21～30  BC
奈　良
和歌山 6 /22～24    BC

中
国
地
区

鳥　取 9 /13～15    BC
島　根 7 /12～14    BC
岡　山 7 /24～28   ABC 3 /11～13  BC 10/17～21 ABC
広　島 11/ 9 ～11    BC 10/18～22 ABC
山　口 9 /14～16    BC 7 / 6 ～ 8   BC

四
国
地
区

徳　島 6 /15～17    BC
香　川 6 /29～ 7 / 2  BCD
愛　媛 6 /21～25   ABCD 1 /19～21  BCD 5 /25～27  BC
高　知 10/17～21   ABCD

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 6 /21～25   ABCD 1 /18～20  BCD 2 /14～16  BC
佐　賀 6 / 6 ～ 8     BC
長　崎 11/16～18    BC
熊　本 7 /14～23   ABCD 2 / 2 ～11 ABC
大　分 6 / 7 ～11   ABC 8 / 2 ～ 6  ABC
宮　崎 7 /19～23   ABCD 9 / 6 ～10 ABC
鹿児島 10/18～22   ABC 7 /12～16 ABC
沖　縄 6 / 7 ～11   ABC 11/15～19 ABC

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Aは35時間、Bは21時間、Cは18時間、Dは13時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査資格取得研修（検査業）予定表（別表１）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部
車両系建設機械

高所作業車
基礎工事用 締固め用 コンクリート打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 6 / 7 ～ 9   BC 8 /23～25 BC
青　森
岩　手 10/25～27  BC
宮　城 7 /24～28 ABC
秋　田 6 / 7 ～ 9   BC
山　形 6 / 7 ～ 9   BC 4 /19～21  BC
福　島 9 / 7 ～ 9   BC

関
東
地
区

茨　城 10/25～27  BC 7 /19～21  BC
栃　木 10/19～21  BC 8 /24～26  BC
群　馬 6 /22～24  BC
埼　玉 10/16～20   ABC 6 /12～16 ABC 1 /22～26 ABC
千　葉 9 / 5 ～ 7   BC
東　京 11/ 9 ～11  BC
神奈川

中
部
地
区

新　潟 9 /14～16  BC
富　山
石　川 10/26～28  BC
福　井 9 / 7 ～ 9   BC
山　梨
長　野 6 /14～16  BC
岐　阜 8 / 7 ～ 9   BC
静　岡 10/18～20  BC 12/20～22 BC
愛　知 3 /13～15    BC 6 /23～25  BC 11/10～12 BC
三　重 7 / 7 ～ 9   BC 6 /16～18  BC

近
畿
地
区

滋　賀
京　都 11/ 9 ～11  BC
大　阪 9 /26～28  BC
兵　庫 11/15～17  BC 3 / 6 ～ 8   BC
奈　良 9 / 7 ～ 9    C
和歌山

中
国
地
区

鳥　取 11/15～17  BC
島　根
岡　山 11/29～12/ 1  BC 2 /13～17 ABC
広　島 9 /14～16  BC
山　口 8 /24～26  BC 6 / 8 ～10  BC

四
国
地
区

徳　島
香　川 10/26～30  BC
愛　媛 10/19～21  BC
高　知

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 12/ 6 ～10   ABC 10/18～22 ABC 2 / 5 ～ 7  BC
佐　賀 9 /12～14  BC
長　崎
熊　本
大　分 9 / 1 ～ 3   BC 10/27～29  BC
宮　崎 1 /18～20  BC
鹿児島 6 /21～25 ABC
沖　縄 5 /24～28 ABC 10/25～29 ABC

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中、Aは35時間、Bは21時間、Cは18時間、Dは13時間の受講時間を示します。
注3　表中の網掛けは終了した研修を示します。
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令和5年度 特定自主検査能力向上教育予定表（別表２）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部 フォークリフト

車両系建設機械

高所作業車整地・運搬・積込、
掘削及び解体用 基礎工事用 締固め用

コンク
リート
打設用

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 7 /25 7 /19
青　森 10/27 7 /21
岩　手
宮　城 9 / 8 4 /28 8 /25
秋　田 9 / 6 9 / 7
山　形 7 /11 6 /16 5 /11 6 /23
福　島 6 /14 11/16 6 / 7 9 /20 10/11 6 /22 8 / 8

関
東
地
区

茨　城 8 /22 12/12 6 /26 2 / 7 11/ 6 9 / 6
栃　木 7 /27 8 / 8 4 /21
群　馬 10/27 4 /20 10/11 9 /21
埼　玉 9 /28 9 / 7 5 /26 3 / 1 5 /31
千　葉 9 /26 9 /21 2 / 7
東　京 9 /13 10/18
神奈川 10/26

中
部
地
区

新　潟 7 / 5 8 /24 5 /24 1 /17 7 /12
富　山 6 / 8 6 /27 7 /25 9 /21
石　川 7 / 5 8 /23 7 / 7
福　井 7 / 6 6 / 8 9 /21
山　梨 7 /26 6 /29 9 /27
長　野 8 /22 8 /29 6 /26 7 /25
岐　阜 2 / 8 6 /21
静　岡 1 /25 2 /15 8 / 3 10/ 5 6 / 8 6 /29 7 /20
愛　知 6 /27 8 /22 7 / 6 3 /26 7 /11 7 / 4
三　重 8 /24 6 / 2

近
畿
地
区

滋　賀 7 /27
京　都 2 / 6 10/ 6
大　阪 1 /17
兵　庫 5 /24 10/19 7 /21 10/ 6 6 /16 6 / 2
奈　良
和歌山 10/28

中
国
地
区

鳥　取 9 / 1 10/ 6
島　根 8 / 4
岡　山 9 /20 9 /27 10/16 9 /11 10/ 6 11/ 6 11/10
広　島 6 / 7 6 /14 6 /21 7 / 5 7 /19 7 /21 7 /20 7 /26
山　口 10/ 6 10/27 10/20

四
国
地
区

徳　島
香　川 9 /30 7 /22 10/31
愛　媛 8 /26 8 /19 9 / 9
高　知 9 / 6

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 8 /10 2 / 9
佐　賀 11/10 11/10 10/26
長　崎 11/ 7 3 / 5 11/ 6 1 /16 2 / 6
熊　本 1 /27
大　分 11/ 4 9 /16
宮　崎 8 /25 6 /16 7 /14 8 / 5
鹿児島 9 / 2 8 /19
沖　縄 1 /19 12/ 8 12/15

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した教育を示します。
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令和5年度 実務研修、定期自主検査安全教育予定表（別表３）
（令和 5年 7月25日現在）

地区 支部

実務研修 安全教育

記録表作成コース 月次定期自主検査
（フォークリフト）

月次定期自主検査
（建機） 業務点検

コース
建機付属
クレーン部分

ショベル
ローダー等座学 実技 座学 実技 座学 実技

北
海
道
・
東
北
地
区

北海道 9 /26整 7 /27 10/19 6 /13
青　森 11/ 8 フ整 9 /22 5 /26

岩　手
7 /20整 8 /29締 9 /29高 10/23 11/30
11/17整

宮　城 9 / 1 整10/18フ 11/ 9 整 10/27
秋　田 5 /18整 8 /23フ 11/16整 5 /17 10/19 7 / 5
山　形 9 / 7 整 5 /16
福　島 8 / 9 整 10/27整 10/26 11/15

関
東
地
区

茨　城 8 /25整 1 /19整 11/21 5 /26 1 /15
栃　木 11/28整 2 / 8 9 / 8 10/27
群　馬 6 / 6 整 10/19 11/ 8
埼　玉 11/15整 6 /22 12/15 7 /27
千　葉 1 /23整 11/ 7 8 / 8 12/12 11/15
東　京
神奈川 9 /29フ 11/22整 9 /15 10/27

中
部
地
区

新　潟 12/ 6 整 10/ 4 9 / 6 8 / 9
富　山 12/ 5 整 8 / 8
石　川 6 /28整 2 / 7 7 /26
福　井 7 /20整 10/ 5
山　梨 2 /15 11/15
長　野 10/24整 8 / 3 6 / 7
岐　阜 6 /22整 11/22整 10/ 4 6 /20 7 /20

静　岡
4 /27整 8 /24高 11/ 2 6 / 6 1 /11 2 /22
9 /14フ 9 /28高10/11整
12/ 7 整 2 / 1 フ

愛　知 8 / 4 フ 8 / 2 整 11/22 9 /12 8 /24
三　重 5 /11整 9 /28フ 8 /29 1 /18 6 / 8 6 /22

近
畿
地
区

滋　賀 11/ 2 7 /12
京　都
大　阪 11/29 1 /24
兵　庫 2 /16整 2 /22フ 7 /26 8 /24 4 /21 11/10 1 /26
奈　良 11/ 2 整 6 /28
和歌山 8 /26整 11/18整 2 /17 9 / 9 11/17

中
国
地
区

鳥　取 11/ 2
島　根 11/10整 6 / 8
岡　山 7 / 3 整 8 /23 11/24
広　島 7 / 7 整 11/ 2 整 2 / 2 整 6 / 2
山　口 11/21整 12/ 7

四
国
地
区

徳　島 6 /23整 8 / 4 フ 11/ 7 締 7 /28
香　川 9 / 9
愛　媛 11/25整 4 / 8 7 /14 1 /27
高　知 7 /12整 6 /14

九
州
・
沖
縄
地
区

福　岡 10/27整 3 /19 3 /15 8 /18
佐　賀 9 / 4 フ整締 8 /24 8 / 3
長　崎 9 /30フ 12/ 2 整 8 / 5 2 /15 10/ 4
熊　本 8 /26フ整 3 /16整 6 / 3 11/18 9 / 9
大　分 10/21整 8 /19 7 / 8 6 /24
宮　崎 5 /27整 6 / 3 フ 6 /10 5 /13 8 / 4 4 /15 4 / 8
鹿児島 12/ 9 整 8 / 4 6 / 3
沖　縄 9 / 8 整 5 /12 7 /28 8 / 3

注1　研修日程は会場等の都合で変更になる場合がありますので、受講を希望される方は開催支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した研修・教育を示します。
注3 記録表作成コースの日程の後ろは、対象機械を示す。フ：フォークリフト、整：整地運搬等、締：締固め、基：基礎工事、高：高所作業車
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令和5年度 運転技能講習予定表
（令和 5年 7月25日現在）

●フォークリフト
秋田 9 /15～
石川 5 /11～ 8 /31～
山梨 5 /13～ 7 / 8 ～ 9 / 2 ～ 11/ 4 ～
大阪 5 /18～ 6 /14～ 9 /13～ 10/ 4 ～ 11/ 8 ～ 3 / 6 ～
兵庫 4 / 6 ～
熊本 6 /17～ 9 /16～
宮崎 4 /19～ 5 /17～ 6 /21～ 10/18～ 12/ 6 ～

●車両系建設機械（整地・運搬・積込み用及び掘削用）
兵庫 10/24～
鳥取 10/19～
島根 9 /20～

●車両系建設機械（解体用）
鳥取 5 /19～

●不整地運搬車
鳥取 7 / 6 ～
島根 6 /21～

●高所作業車
青森 4 /14～ 5 /12～ 6 / 9 ～ 7 / 7 ～ 8 /25～ 10/20～ 11/17～
群馬 5 /26～ 9 /22～
滋賀 6 /14～ 7 / 4 ～ 9 /13～ 11/21～
鳥取 4 /19～ 8 /23～
島根 9 / 1 ～
沖縄 4 / 7 ～ 6 /16～ 7 /21～ 10/20～ 11/10～ 2 /16～

注1　各講習会日程の最初の日を掲載しています。詳細は該当支部にお問い合わせください。
注2　表中の網掛けは終了した講習を示します。
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お知らせ

〔令和5年度〕

各種研修の受講料

（注）　 1 ．受講料には、テキスト代及び消費税10％が含まれています。
　　　 2 ．当協会会員所属の受講者の受講料は、協会が教材費の一部を負担した額です。
　　　 3 ．本表に含まれるテキスト代以外の教材類を追加する等の際は、本表受講料と異なる場合があります。
　　　 4 ．受講料は、研修を実施する建荷協・支部に納金してください。

１　資格取得研修

（A）事業内検査者研修 （単位：円）（B）検査業者検査員研修 （単位：円）

研 修 の 種 類
14時間コース 8.5・9.5時間

コース 5.5時間コース 35時間コース 21時間コース 18時間コース 13時間コース

会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般 会員 一般

1 フォークリフト 47,850 51,920 43,450 47,520 42,350 46,420 76,450 80,520 54,450 58,520 52,250 56,320 51,150 55,220

2
整地・運搬・積
込み用、掘削用
及び解体用機械

56,210 63,580 51,810 59,180

−

89,210 96,580 66,110 73,480 61,710 69,080

−

3 基礎工事用機械 58,190 65,120 53,790 60,720 91,190 98,120 66,990 73,920 62,590 69,520

4 締固め用機械 49,390 53,790 44,990 49,390 77,990 82,390 55,990 60,390 53,790 58,190

5 コンクリート
打設用機械 63,800 68,970 58,300 63,470 113,300 118,470 80,300 85,470 78,100 83,270

6 高所作業車 51,920 57,200 47,520 52,800 86,020 91,300 62,920 68,200 60,720 66,000

３　実務研修 （単位：円）

研　修　の　種　類 座学コース 実技コース
会員 一般 会員 一般

記録表作成
コース

フォークリフト 12,760 14,960 18,260 20,460

整地・運搬・積込み用、
掘削用及び解体用機械 13,090 15,400 18,590 20,900

基礎工事用機械 13,090 15,400 18,590 20,900
締固め用機械 12,870 15,070 18,370 20,570
コンクリートポンプ車 12,870 15,070 18,370 20,570
高所作業車 12,760 14,960 18,260 20,460

月次定期
自主検査
コース

フォークリフト 6,710 7,260 12,210 12,760

車両系建機 9,240 9,680 14,740 15,180

検査業者業務点検コース 会　員 一　般
9,350 10,230

４　安全教育 （単位：円）
教　育　の　種　類 会 員 一 般

建機付属クレーン部分 7,700 8,250
ショベルローダー等 12,980 15,070

２　能力向上教育 （単位：円）

教　育　の　種　類 会　員 一　般

1 フォークリフト 12,760 14,630

2 整地・運搬・積込み用、
掘削用及び解体用機械 13,530 15,840

3 基礎工事用機械 11,880 13,310

4 締固め用機械 10,890 11,880

5 コンクリート打設用機械 10,780 11,770

6 高所作業車 10,230 10,890



SACL （ 76 ） 第 45巻 267号（2023. 9 ）

384

特定自主検査者資格取得者名簿
（令和 5 年 6 月 1 日～令和 5 年 7 月 31 日）

資格の種類ごとに氏名五十音順・敬称略

事業内検査者資格取得者

■フォークリフト 
浅　沼　剛　吏
阿　部　芳　久
石　川　喬　一
泉　　　哲　朗
市　川　大一郎
伊　藤　幸　夫
糸　見　崇　秀
大　浦　英　人
大　西　博　文
大　見　徳　寿

大　谷　武　雄
垣　田　洋　彰
笠　川　大　樹
上　條　　　健
加　山　健　太
川　本　健　嗣
小　林　　　聡
齋　木　遼　平
斎　藤　翔　次
坂　井　　　崇

佐　藤　久　憲
椎　名　浩　二
塩　島　広之助
塩　谷　大　貴
杉　山　伴　治
鈴　木　初　美
曽我部　峻　介
十　河　宏　行
外　平　広　志
髙　橋　秀　人

瀧　川　孝　夫
田　中　隆　広
大　門　貴　広
恒　吉　浩　彰
寺　本　幸　雅
中　江　聡　彦
中　島　有　貴
中　島　隆　二
西　村　直　人
西　村　泰　則

野　間　裕　幹
花　積　喜　一
福　田　健　吾
福　田　翔　平
藤　田　康太郎
古　川　　　明
前　田　昭　宏
松　下　裕　彰
松　本　隼　人
宮　園　拓　弥

宮　前　星　来
矢　島　伸　彦
矢田部　文　夫
山　内　勇　輝
山　口　正　明
山　端　和　昭
吉　成　和　典
四　元　仁　士
和　氣　　　渡
渡　邉　淳　一

相ノ谷　和　宏
青　島　良　一
朝　倉　裕　次
新　井　瑞　祥
飯　田　　　貢
板　垣　健　一
稲　葉　健　一
上　野　和　也
内　田　辰　一

大　槻　保　代
大　山　　　篤
川　西　克　幸
工　藤　真　也
工　藤　雄　二
小　林　真　二
薦　田　哲　也
近　藤　慎　也
沢　栁　智　一

杉　田　貴　宏
髙　野　大　地
髙　橋　　　明
髙　橋　義　人
田　中　雅　之
地　村　友　宏
鳥　海　勇　樹
中　村　友　彦
中　村　雅　弘

野々村　太　郎
八　田　正　弘
畠　山　裕　司
林　　　俊　孝
林　　　佑　樹
早　瀬　比呂史
原　口　　　亮
福　井　裕　輔
福　島　　　朗

福　田　和　男
福　田　貴　普
古　市　雄　大
古　屋　雅　美
前　田　一　幸
松　本　雅　裕
水　田　有　一
水　野　　　翔
南　　　秀　治

宮　下　利　夫
望　月　賢一朗
谷田川　道　裕
山　内　康　史
山　口　貢　秋
山　下　大　樹
横　枕　和　弘
渡　邉　博　克
和　八　秀　樹

■整地・運搬・積込み用・掘削用及び解体用機械

烏　山　顕　優 中　村　聡　志

■基礎工事用機械 

新　井　瑞　祥
大　沢　隆　三

岡　　　賢　人
神　﨑　　　誠

古　賀　勝　実
小　暮　　　睦

佐　藤　貴　彦 那　須　崇　史 森　田　恭　次

■締固め用機械

魚　住　次　郎 大　見　拓　也 河　野　大　輔 篠　﨑　正　志 田　中　崇　司 西　田　啓　介

■コンクリート打設用機械 
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検査業者検査員資格取得者

青　木　雄　太
赤　司　直　也
芦　江　直　樹
安　達　将　太
穴　沢　　　卓
阿　部　雄太郎
天　野　明　俊
荒　井　和　昭
池　内　佑　輔
池　邉　一　弘
伊﨑田　拓　海
石　川　浩　二
磯　部　貴　大
伊　藤　健　也
伊　藤　樹　音
稲　田　真　也
井　上　伸　也
岩　﨑　　　隼
上　村　和　浩
打　田　　　学
内　海　悠　介
宇　野　誠　一
大　岩　陽　平
大　木　規　之
大　城　卓　也
大　城　正　也
大　瀬　敏　郁
大　西　健　太

大　西　　　亮
大　森　　　悟
岡　島　　　輝
小　川　直　人
桶　谷　充　洋
尾　野　孝　弘
小　原　雄　大
加　藤　卓　三
金　井　栄　次
金　内　聡　幸
金　澤　　　卓
KARKI PRAKASH
川　崎　颯　人
川　田　裕　一
川　村　尚　史
神　原　直　敬
喜　多　恒　世
北　川　凌　麻
北　村　美　光
木　村　和　貴
木　村　春　輝
日下部　　　淳
工　藤　悠　太
久　保　貴　史
久　保　隆太郎
久米井　佐直相
倉　岡　信　平
郡　司　嘉　洋

河　野　雄太郎
古　賀　隆　晃
小金澤　京　平
児　玉　幸　弘
小早川　　　稔
小　林　拓　哉
小　森　洋　一
児　山　　　浩
近　藤　純　平
今　野　裕　耀
齊　藤　寿　幸
坂　口　達　規
櫻　井　裕　介
佐　藤　健一郎
佐　藤　隼　大
佐　藤　大　樹
澤　田　雅　紀
四　方　悠　聖
篠　田　卓　己
柴　田　　　学
芝　山　貴　之
嶋　内　奨　太
下川部　正　道
白　戸　慎　一
杉　村　友　章
鈴　木　和　也
鈴　木　啓　哉
鈴　木　純　一

鈴　木　浩　之
関　　　陽　介
孫　　　　　斌
高　﨑　誉　史
髙　澤　和　樹
髙　田　勝　則
高　橋　慶　親
髙　松　　　瑠
宅　波　幹　太
竹　川　友　野
立　花　健　一
田　中　隆　幸
谷　増　浩　充
出　崎　匠　哉
遠　山　将　史
徳　井　美　晃
戸　部　芳　章
冨　田　真　志
豊　田　宏二郎
圡　橋　拓　也
内　藤　　　要
中　井　一　樹
中　浦　克　友
中川原　大　樹
中　嶋　聡　礼
中　村　大　樹
長　岡　健一郎
名　和　宏　城

西　岡　　　誠
西　村　景　介
西　村　弘　樹
西　村　　　遼
芳　賀　勇　紀
長谷川　涼　記
林　　　亮　太
久　留　千　秋
日　向　泰　平
平　川　海　都
平　野　　　亘
廣　井　　　耀
廣　井　敦　司
福　　　泰　宏
福　本　英　樹
藤　枝　更　生
藤　城　拓　馬
伏　野　勝　登
古　田　真　吾
星　　　祐　介
細　沼　裕　樹
堀　　　洋　輔
堀　川　賢　和
堀　出　善　明
本　間　優　希
前　田　紀　明
松　尾　隆　浩
松　岡　遼太郎

松　﨑　　　聖
松　田　陽　一
松　本　隆之介
丸　尾　昂　大
丸　山　　　出
水　田　大　輔
村　上　慎　也
村　田　　　拓
元　木　啓　介
森　崎　和　也
森　澤　拓　哉
八　島　　　洋
矢　代　真　己
安　田　大　輔
山　口　和　良
山　﨑　　　聡
山　﨑　楓　馬
山　下　太　一
山　本　兼　裕
吉　田　一　嘉
吉　村　友　宏
米　澤　尚　樹
若　林　一　太
渡　邊　吾　郎
渡　部　伸　吾
渡　邉　優　斗
渡　會　　　杏

■フォークリフト 

■整地・運搬・積込み用・掘削用及び解体用機械 
安　達　雅　人
新　井　貴　之
安　藤　大　介
飯　沼　恭　平
浦　野　　　亮
大　木　一　真
大　木　　　翼
大　下　哲　哉
大　西　正　倫

大　嶺　哲　明
岡　本　侑　真
押久保　和　大
金　子　翔　弥
木　村　　　慶
畔　柳　達　哉
小　林　優　斗
小　松　久　夫
笹　目　健　夫

志　鷹　淳　一
杉　山　大　樹
関　口　義　勝
髙　山　弘　之
武　田　博　志
竹　久　真之輔
田　中　裕　次
棚　原　真　尽
谷　岡　祐　輝

谷　下　真　基
丹　治　剛　司
丹　野　　　要
土　田　　　誠
仲　　　真　志
中　野　泰　利
長　野　太　紀
西　村　貴　樹

長谷川　正　幸
原　　　舜　太
平　田　文　彦
深　谷　優　二
藤　原　健　之
又　吉　常　博
宮　腰　昌　希
宮　﨑　善　博

宮　本　正　行
本　川　雅　敏
山　方　隆　次
山　﨑　貴　行
山野辺　育　也
吉　田　達　也
渡　部　継　弓
渡　邉　優　斗

浅　野　賢　司
天　野　和　樹
粟　木　隆　弘
飯　塚　　　歩
池　田　謙　太

岩　木　大　輔
大　内　正　夫
大　林　祐　介
大　平　　　誠

岡　本　竜太郎
蒲　生　和　也
草　刈　秀　一
黒　河　哲　朗

小　西　賢　憲
小　林　大　祐
髙　橋　祐　亮
谷　口　　　司

祓　川　旭　昇
藤　田　拡　哲
古　井　智　瑛
三　浦　博　輝

美　曹　静　花
山　本　雄　太
吉　田　幸之助
吉　田　宗一郎

■高所作業車



SACL （ 78 ） 第 45巻 267号（2023. 9 ）

386

中　田　英　敏 藤　川　尚　樹

■コンクリート打設用機械 

秋　谷　祐　作
浅　野　一　晃
安　藤　礼　治
井　上　揚　介
今　田　裕　二
井　山　翔　稀
及　川　康　延
大　山　光　平
小　川　輝　人
荻　野　辰　美
菊　地　裕　也
木　下　伸　二
木　村　将　也

國　松　雄　馬
倉　岡　信　平
黒　澤　英　三
小　礒　拓　也
古　島　大　地
児　玉　修　二
小　原　隆　義
小　林　輝　貴
小　林　泰　則
今　野　裕　耀
斉　藤　晴　彦
佐々木　栄　祐
佐々木　健　二

佐々木　　　学
佐　藤　幸　紀
嶋　野　　　豊
居　石　康　彦
杉　本　結　樹
鈴　木　厚　司
鈴　木　博　之
鈴　木　　　伶
砂　川　寛　大
髙　尾　　　光
高　田　祥　之
高　橋　知　秀
宅　波　幹　太

田　口　秀　一
竹　澤　大　祐
田　中　信　行
棚　原　真　尽
千　葉　浩　介
辻　口　昂　生
栃　谷　浩　平
圡　橋　拓　也
中川原　吉　則
中　濵　侑　弥
中　村　健　太
野　口　恭　平
埜　口　　　徹

野　口　直　樹
野　田　権　隆
馳　平　将　太
浜　野　佑　亮
萬　里　聖　二
彦　坂　隼　也
肥　前　　　圭
日比野　泰　氏
福　浜　弘　晃
藤　田　亮　祐
古　川　竜　也
古　田　真　吾
松　田　丘　也

松　本　広　人
丸　橋　大　輔
溝　渕　剛　士
目　黒　深　咲
元　田　昭　夫
保　田　耕三郎
柳　田　茂　信
矢　野　秀　明
山　下　　　治
結　城　泰　博
横　田　和　久
吉　田　翔　喜

■高所作業車 

泉　田　　　亮 千　田　悠　太 寺　島　也真人

■基礎工事用機械 

大　重　和　也 菊　地　真　樹 小日向　良　雄 住　德　　　瑛 東　條　容　明 水　谷　公　仁

■締固め用機械 
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お知らせ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　 支　部　一　覧 令和 5年 8月 1日現在

支部名 〒 所　　在　　地 電話番号 FAX
北海道 060−0004 北海道札幌市中央区北4条西7丁目　NCO札幌ホワイトビル9階 011（271）7720 011（271）7580
青　森 030−0902 青森県青森市合浦1−10−7 017（765）5432 017（765）5433
岩　手 020−0873 岩手県盛岡市松尾町17−9　岩手県建設会館2階 019（626）2616 019（626）2627
宮　城 983−0842 宮城県仙台市宮城野区五輪1−6−9　五輪黄葉ビル201号 022（298）2150 022（298）2151
秋　田 010−0923 秋田県秋田市旭北錦町1−14　秋田ファーストビル210号室 018（823）8258 018（823）8260
山　形 990−8681 山形県山形市流通センター 2−3　山形流通団地組合会館内 023（666）6581 023（666）6582
福　島 960−8035 福島県福島市本町5−8　福島第一生命ビル4階 024（521）8065 024（521）8248
茨　城 311−3116 茨城県東茨城郡茨城町長岡3652−559 029（292）6546 029（292）6547
栃　木 321−0912 栃木県宇都宮市石井町3149−28　卸商業団地協同組合別館202 028（656）6111 028（656）6112
群　馬 371−0805 群馬県前橋市南町4−30−3　勢多会館1階 027（223）3448 027（223）3451
埼　玉 330−0062 埼玉県さいたま市浦和区仲町1−12−1　カタヤマビル5階A 048（835）3050 048（835）3055
千　葉 260−0026 千葉県千葉市中央区千葉港4−3　千葉県経営者会館3階303号 043（245）9926 043（245）9927
東　京 102−0072 東京都千代田区飯田橋1−7−10　山京別館4階 03（3511）5225 03（3511）5224
神奈川 231−0011 神奈川県横浜市中区太田町6−87　横浜フコク生命ビル10階 045（664）1811 045（664）1817
新　潟 950−0961 新潟県新潟市中央区東出来島11−16　新潟県自動車会館内 025（285）4699 025（285）4685
富　山 930−0094 富山県富山市安住町3−14　富山県建設会館内 076（442）4358 076（442）6748
石　川 920−0806 石川県金沢市神宮寺3−1−20 コマツ石川㈱レンタル事業部事務所2階 076（208）3302 076（208）3303
福　井 910−0854 福井県福井市御幸4−19−25　広田第2ビル2階 0776（24）7277 0776（24）9507
山　梨 409−3867 山梨県中巨摩郡昭和町清水新居1602　ササモトビル2階 055（226）3558 055（226）3631
長　野 380−0872 長野県長野市妻科426−1　長野県建築士会館4階 026（232）2880 026（232）6606
岐　阜 504−0843 岐阜県各務原市蘇原青雲町5−34 058（382）5011 058（382）5120
静　岡 422−8045 静岡県静岡市駿河区西島127 054（236）4008 054（236）4031
愛　知 450−0002 愛知県名古屋市中村区名駅4−23−13　大同生命ビル3階 052（586）0069 052（586）0010
三　重 514−0009 三重県津市羽所町601　アカツカビル4階 059（223）7177 059（223）7180
滋　賀 520−0043 滋賀県大津市中央4−5−33　まるなかビル2階C 077（521）5260 077（521）5352
京　都 600−8009 京都府京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町78　京都経済センター 4階 075（351）0250 075（351）0251
大　阪 540−6591 大阪府大阪市中央区大手前1−7−31 OMM19階 06（6944）6611 06（6944）6612
兵　庫 650−0024 兵庫県神戸市中央区海岸通8　神港ビル703号 078（332）4936 078（392）8921
奈　良 630−8124 奈良県奈良市三条桧町29−3　奈良県電気工事工業組合内 0742（93）5181 0742（93）5181
和歌山 640−8287 和歌山県和歌山市築港3−23　和歌山港湾労働者福祉センター 1階 073（435）3337 073（435）3338
鳥　取 682−0802 鳥取県倉吉市東巌城町12　中部建設会館1F 0858（22）1400 0858（23）4667
島　根 690−0012 島根県松江市古志原2−20−54 0852（27）0340 0852（27）0556
岡　山 700−0907 岡山県岡山市北区下石井2−8−6　第2三木ビル205 086（222）6039 086（222）4296
広　島 733−0011 広島県広島市西区横川町1−4−36　アンビエンテ平松2F−201 082（291）1150 082（291）3413
山　口 753−0083 山口県山口市後河原25　愛山会ビル2階 083（932）1858 083（932）1859
徳　島 770−0808 徳島県徳島市南前川町4−14　船橋設計ビル2階 088（622）8243 088（624）8258
香　川 760−0062 香川県高松市塩上町10−5　池商はせ川ビル113 087（837）3668 087（837）3671
愛　媛 790−0003 愛媛県松山市三番町7−8−1　山本ビル2階 089（941）6740 089（941）7361
高　知 780−0072 高知県高知市杉井流9−11 088（882）5025 088（882）0837
福　岡 812−0013 福岡県福岡市博多区博多駅東2−6−14　正和ビル4階402 092（474）2246 092（474）2312
佐　賀 849−1301 佐賀県鹿島市大字常広139−2 0954（62）6315 0954（62）6368
長　崎 854−0065 長崎県諫早市津久葉町5−121 津久葉エステートビル213号室 0957（49）8000 0957（49）8001
熊　本 860−0845 熊本県熊本市中央区上通町7−32　蚕糸会館3階 096（356）6323 096（356）6325
大　分 870−0846 大分県大分市花園2−6−51　大分県林業会館4階 097（540）7177 097（540）7127
宮　崎 880−0802 宮崎県宮崎市別府町2−12　宮崎建友会館3階 0985（23）5061 0985（23）5129
鹿児島 891−0123 鹿児島県鹿児島市卸本町6−12　オロシティーホール内 099（260）0615 099（260）0646
沖　縄 901−2131 沖縄県浦添市牧港5−6−3　南海ビル4階 098（879）3744 098（879）3757
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編　集　後　記

　 9月に入りましたが、暑い日が続いています。読者の皆様、いかがお過ごしでしょうか。本号の編
集後記担当の事務局・水島です。
　私が本誌の企画・編集に、本格的に携わったのが243号（2019 - 9月）からですので、本号で通算25号
目となります。これだけの号数をこなしてもショックなことは、発行後の「誤植」や明らかな「記述・表現
間違い」を発見したときです。1号あたり約20記事、1記事あたり、数回の校正（確認）作業を繰り返し、
「これで完璧」と編集作業を終了しているハズなのですが…。
　この校正作業は、整備・修理作業中及び終了時の安全確認に相通ずるものがあるのではないでしょう
か。安全確認を怠って、本誌のイラスト災害事例の題材になるような災害を発生させぬよう気遣い・気
配りをお願いします。
　さて、本号65頁でのお知らせのように、令和 6年特自検啓発「年間標語」が決定しました。今回は
久方ぶりに公募の形を取りました。事務局としてはどのくらいの作品数が集まるのか、実は大変不安で
したが、数多くの作品をご応募いただき、胸をなでおろした次第でした。
　最後になりますが、本号で連載講座「みんなが知っておきたい！インボイス制度と改正電子帳簿保存法」が
最終回を迎えました。本講座が両制度の理解、準備に対し、少しでもお役に立つことができたのであれば、事
務局としてもうれしい限りです。連載講座では今後とも旬の話題を取り上げていきたいと考えております。
　これからも、皆様に親しまれる機関誌「建設荷役車両」を目指し、誌面作りに精進してまいります。
機関誌に対するご意見、ご要望また事務局への叱咤激励をお待ちしております。

［事務局：水島　敏文　記］

　機関誌に対するご意見・ご要望等は、E－mail：koho@sacl.or.jp までお願いします。
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